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1 . 1 研究の背景

近年, 都心部を中心 に 3 0 層を超える超高層鉄筋コ ンクリ
ー ト造 (以下超高層 R C 造 と称

す) 集合住宅の 開発が進んでおり, 設計基準強度 ( 以下 F c と略す) 6 0 N / m m
2

～ 1 0 0 N / m m
2

の高強度コ ンクリ
ー トを適用する機会が増えて きて い る ｡

R C 造は, 本来耐火構造として 認められて い るが, 高強度コ ンクリ ー トを使用 した場合,

火災時 に爆裂が生 じ耐火性能の低下が懸念され る【1 ･
1】 誹 ･

2】
｡

｢ 建築工 事標準仕様書 ･ 同解説

J A S S 5 鉄筋コ ンクリ ー ト工事 1 9 節高強度コ ンクリ ー ト｣ にお いても, F c6 0 N / m m
2 を超え

る高強度コ ンクリ
ー トで は, 火災時の 健全性評価が必要で ある として い る ｡ 健全性の 評価

方法と して は, 柱部材の載荷加熱実験【1 ･3】･ 【1 ･4】に よる検討や熱伝導解析に基づく部材耐力の

推定な どがある｡ 特に F c 8 0 N / m m
2 以上 の 高強度コ ンクリ ー トで は, 耐火性能が重要な検討

項目の
一

つ となり , 実験 ･ 解析たよりそ の耐火性の確認が必要 とな っ てくる ｡ 実大部材 レ

ベ ル の実験は, 設備面 , コ ス ト両な どから実施が困難で あるため, 小型試験体によ る載荷

加熱試験や温度測定結果 に基づく解析が主流となりつ つ ある ｡ 解析において は, 材料レ ベ

ルの 高温加熱を受 けた コ ンクリ ー トの 力学的性質 の把握および モデル化が, 解析精度の 向

上 を図る上 で きわめて 重要 となる｡

しか し高温加熱を受 けたコ ンクリ ー トの 力学的性質に関 して
, 普通強度の コ ンクリ

ー ト

に つ い て は
, 古くか ら多く の研究報告がなされて い るもの の【1 ･5 卜【1 ･8】

, 高強度コ ンクリ
ー ト

に つ い て は, 研究報告少なく, まだ十分解明されて いない【1 ･9】
～

【1 ･ 12】
｡ また研究内容も高温加

熱 した後, 常温 まで冷却して からの 載荷試験 ( 以下冷間試験) に偏 っ ており[1 ･1 0】
～

【1 ･1 3】
, 加熱

状態で の載荷試験 (以下熱間試験) に関す るデ ー タは極めて少ない【1 ･14] , 【1 ･1 5】
0 更に高温加熱

下の 高強度コ ンクリ ー トにおける力学モ デル の研究は, 極めて 少ない 【1 ･16】･ 【1 ･17】
｡

一

方解析にお いて は, 温度測定結果 に基づく検討が
一

部行われて い る が, 火災時におけ

る温度依存性を考慮した熱定数や材料定数等 に つ いて , まだ十分なデ
ー タが揃 っ てし､ ない

こともあり
,

あまり活用 されて いない ｡ 部材レ ベ ルの実験検討が
, 十分 にで きない こ とを

考慮すれば
, 解析による検討をも っ と積極的に行う こ とが重要で あると考えられる 0
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1 . 2 高温加熱下 の 高強度 コ ンクリ
ー トに関する既 往の 研究

こ こで ｢高温加熱下｣ とは, 高温加熱中の状態と高温加熱後の状態 を含んで い る ｡ また

本研究で は, 高温加熱中におい て実施する試験を ｢ 熱間試験 ( H o t Tb st)｣ , 高温加熱後, 冷

却してから実施する試験を ｢冷間試験 (C o oI T b st) ｣ と定義す る ｡ また本研究で扱う ｢高強

度コ ンクリ ー ト｣ と は, 設計基準強度 36 N / m m
2
を超える コ ンクリ ー トまたは水セ メ ン ト比

( 以下 W /C と略す) 4 0 % 以下の コ ンクリ ー トを対象とする ｡

以下高温加熱下 にお ける高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質の 内, 特に本研究に関連して

い る圧縮強度,
ヤ ング係数, 応力ひずみ曲線に関して既往の 研究を示す｡

1 .2 . 1 圧縮強度

高温加熱下 の高強度コ ンクリ
ー トの 圧縮強度に関する文献の試験条件 一 覧を表- 1 . 1 に示

す ｡ 高強度コ ンクリ
ー トに関する文献は , まだ少なく , 大変限 られて いる ｡ また文献の 多

くが冷間試験による もの で , 熱間試験の デ
ー

タは非常に少ない こ とがわかる ｡ 圧縮強度に

関する調査結果をまとめる と以下の ようになる ｡

(1) 材 料

セ メ ン トの影響は, 普通セメ ン トより混合セ メ ン ト ( 高炉, フ ライ ア ッ シ ュ) の方が
,

加熱による強度低下率が小さい と報告されて い る【1 ･2 9】
｡ また普通ボル トラ ン ドセメン トに比

べ 高ピ ー

ライ ト系セ メ ントを使用 した方が加熱冷却後の強度が増加する と報告【1 ･ 1 0】されて

いる ｡ これは, 高ピ ー

ライ ト系セ メン トの方が水和速度の遅い C 2 S を多く含んでおり
, 未

水和セ メ ントが多く残存しており, これが加熱時に水和促進 し
,

強度増進 したもの と推察

して い る ｡

骨材の影響 は, 高温加熱下の コ ンクリ ー トの 圧縮強度に大きく影 響を及ぼすと報告されて

い る【1
･
1 9】

｡ 砂岩質骨材, 安山岩質骨材, 石灰岩質骨材を用 いた コ ンクリ
ー トを比較す る と大

差がない こと【1 ･
6】

, 硬砂岩,玄武岩,石灰岩を用いた コ ンクリ
ー トより, 安 山岩,

蛇紋岩,膨張頁

岩を用い た コ ンクリ ー トは加熱冷却後 の 強度低下が小さい こと【1 ･1 9J
, 3 0 0 ℃ ～ 4 0 0 ℃において

川砂利 と石灰岩を用 いた コ ンクリ ー トを比較して , 加熱冷却後の強度低下 に大差がな い と

する報告がある【1 ･
2 2】

｡ またモル タル と粗骨材と の熱膨張量 の差が大きい ほ ど, 高温加熱下に

おける圧縮強度の 低下も大きいとす る報告も示されて い る【1
･3 1】

｡ また普通 コ ンクリ ー トより

人工 軽量骨材コ ンクリ ー トの 方が加熱時 の強度低下は小 さ い とす る報告【1
･
6】がある ｡

(2) 調 ←合

調合に関して は, 水セ メン ト比が小さく常温強度が大きい コ ンクリ ー

トは ど, 加熱時お

よび冷却後の強度低下が大きいとする報告【1 ･6】･ 【1 ･14】がある ｡ しかし強度残存率で 比較した場

合, 普通強度コ ンクリ ー トと同等以上で あるとする報告【1 ･10】もあり, 見解が 一

致して い ない
｡
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これは, 使用材料や養生期間等が影響して い るもの と推察する ｡ またス ラ ンプや 空気量を

実験要 因と して検討した実験例は見 当たらない ｡

(3) 加熱条件

加熱温度は , JIS A 1 3 0 4 (建築構造部分の耐火試験方法) による標準加熱温度を与えた実

験と最高温度6 0 0 ～ 7 0 0 ℃ まで の加熱実験に分けられる ｡ 前者が コ ンクリ
ー

トの 爆裂 の 有無

を調 べ る実験で あり , 後者が コ ンクリ ー トの 力学的性質 を測定するための実験 と して位置

づけられてい る ｡

加熱開始時期は, 材齢 2 8 日から 1 .5 年で行われて おり, 材齢 2 8 日から 9 1 日 における実

験が半数を占めて いる ｡ JI S A 13 0 4 の標準加熱温度を与える場合は, 加熱開始まで の材齢

が比較的長くな っ て い る ｡

加熱時 にお ける供試体は , 主 として ア ン シ ー

ル 状態で行 われて おり ,

一

部 に つ い て の み

シ
ー

ル状態で の実験がなされて い る ｡

加熱速度は
,

JIS A 1 3 0 4 の 標準加熱の 場合を除けば 0 .8 ℃/ m i n
～ 8 . 0 ℃/ m i n の 範囲で行

われて い る｡ これ は, 力学的性質の 把握の ため爆裂 を避けたい こ とと加熱炉の 能 力な どに

よ っ て 定められて い るもの と推察する ｡ また 0 . 8 ℃/ m i n
～ 8 .0 ℃/ m i n の範囲の 加熱速度で は

,

圧縮強度に大きな差がない と思われる ｡

持続荷重の有無に関して は, 常温時の圧縮強度 4 0 % を載荷した状態で加熱 し, 所定の 温

度に達した後 , 再載荷する実験を実施 した｡ 3 0 0 ℃ におい て持続荷重有りの方が加熱時の強

度低下は大きい が, 4 0 0 ℃以上で は差が見られないと報告されて いる【1 ･2 8】
｡

(4) 実験条件

供試体をシ
ー

ル した実験は
,
加熱温度 20 0 ℃ まで の冷間試験デ ー タしかない

｡ ア ン㌢
-

ル

条件との圧縮強度の 差は明らかで ない ｡

冷間試験の強度は, 熱間試験の 強度よりやや低めの 値となる とす る報告【1 ･29】が幾つ かある ｡

また加熱温度 1 0 0 ～ 2 0 0 ℃ において は
,

熱間試験に比 べ て 冷間試験の 方が高い と い う報告も

ある【1
･
1 4】

｡ こ の 強度性状の 違い は, 加熱による骨材とモルタルの 膨張 ･ 収縮の 相違 , 水和 の

振興, 水分の 移動 , 冷却時の ひ び割れ発生等が複雑に影響して い る ことが推察される ｡

試験体の 形状 ･ 寸法に関して は, 熱間試験で は¢ 5 0 × 1 0 0 m m 供試体,
冷間試験で は ¢ 1 0 0

× 2 0 0 皿 供試体を用いて実験が行われて い るが, 形状 ･ 寸法 の違いの影響を考慮した実験結

果は報告されて いない ｡

加熱前の含水率の影響に関して は, 含水率0 % の 1 0 5 ℃絶乾の場合, 冷間試験 の 強度が水

中あるい は気中で養生したもの と同等以上にな っ て い る【1 ･2 6]
｡
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表一 1
. 1 高温加熱を受けるコ ンクリ

ー

トの圧縮強度に 関する文献の 試験条件 一 覧

文献

N o .

セメント 骨 材

W/ C 常温時の 昇温 加熱
試験

方法

試験体

W/ B 圧縮強度 速度 温度 の寸法

[ % ] [N/ 皿皿
2] [℃/ 分] [℃] [ c m]

[1 . 6]
普通 砂利, 砂(相模川)

膨張貢岩(メサライト)

70 ～ 40 2 4 ～ 39 常温 ～

7 0 0

熱間 ¢ 5 ×10

[1 . 9] 普通 花崗岩 の 川砂利 5 7 ～ 3 3 2 . 5 常温 ～ 冷間 ¢ 10 ×20

[1 . 10] 高ヒ
ー

ーライト 川砂(木曽川) 6 0 0

[1 . 14]
普通 砕石(青梅) 5 8 ～ 3 2 3 5 . 1 ～ 0 . 8 , 1 . 2 5 常温 ～ 熱間 ¢ 5 ×1 0

陸砂(鹿島) 65 . 8 7 0 0 由間

[1 . 1 8]

普通 ･ 石 英片岩(段戸) 6 0 . 0 ～ 4 3 . 7 ～ l . 6 7 常温 ～

冷間 ¢ 10 ×20

高炉 B 種

高ピ ーライト

硬質砂岩(津久井郡) 2豆. 0 1 3 7 . 5 . 10 0 0

[1 . 19]

硬砂岩( 徳島) , 安山岩

(真鶴) , 玄武岩( 山口) ,

蛇紋岩(秩父) , 石 灰岩

(徳島) , 膨 願岩(ビルトカ,

川砂(大井川)

■ 5 0 3 l ～ 4 7

( 実験時の

強度)

常温 ～

■ 700

冷間 ¢ 5 ×1 0

[1 . 2 0]

普通 65 ～

5 2 . 7

2 5 . 7 ～

3 2 . 8

( 4 週強度).

4 時間で

設定湿度

まで 上 昇

常温 ～

60 0

冷間 ¢ 10 ×20

[1 . 2 1]

普通 石灰石砕石(尻屋) 47 . 5 ～ 2 7
,
7 ～ 0 . 1 7 常温 ～ 冷間 ■¢ 10 ×2 0

石灰石砕砂(尻屋)

川砂利(富川)

4 8 . 1 32 . 3

( 4 週強度)

40 0

2 8 日加熱

[1 . 2 2]

普通 石 灰石砕石 4 9 . 9 ～ 2 8 . 0 ～ 2 4 時間で ~
常温 ～ 冷閤 ¢ 10 ×20

アルミナ 石灰石砕砂(尻屋) 3 9 . 8 42 . 6 設定温度 6 00

川砂利(富川)

海砂(錦岡)

(4 週強度) まで 上 昇 (加熱期

間2 8 日)

[1 . 23]

普通 花崗岩

石 英片岩

6 5 ～ 2 5 _ JI S A 13 04 . 1 時間

標準加熱

×1
,
2/3 ,

1/2 ,
1/ 3

冷間 ¢ 10 ×2 0

[1 . 24]
普通 花崗岩 田 9 5 . 3 ～ J IS A

■' 13 0 4 標準加熱 冷間 ¢ 1 5 ×3 0

石英片岩 9 8 . 0 1 時間

[1 . 2 5]
普通 砕石(青梅) 6 0

,
35

,
4 5 . 0 ～ 119 J IS A 13 0 4 標準加熱 冷間 5 0 ×50 ×5 0

川砂(大井川) 田 3 時間 よ りコ ア

[1 . 26]
早強 硬質砂岩砕 石(青梅) .

5 4 .

~
6 ～ 5 2 . 5 ～ J I S A 1 3 04 標準加熱 冷間 ¢ 1 0 ×2 0

川砂(富士 川) 2 5 . 1 1 1 1 . 2 1 時間

[1 . 2 7]

普通 砕 石( 段戸)
, 砕砂( 段 凶 4軍. 9 JI S A 1 3 0 4 標準加熱 冷間 ¢ 1 5 ×30

戸) , 粗骨材(釜無川) ,

細骨材(富士 川)

四
2 0

97 .- 3

1 2 9 . 7

1 時間,
2 時間

[1 . 28]
Ty p e I C r u sh e d li m e s t o n e 田 31 . 1 7 ～ 8 常 温 ～ 熱間 ¢ 5 . 1 ×

P o r t i a lld N at u r a l r i v e r s a nd 32 . 7 6 2 . 8
,

89 8q O･ 10 . 2

[1 . 29]

P o r t l a nd L y t a g Fi n e s
,
L y t a g 7 7 ～ 3 4

■

3 7 . 8
,

～ 四 常
~
温 γ 冷間 ¢ 6 . 2 5 ×

P FA ,

Sl a g , 坪

C o a r s e
,
Fi r e b r i c k

F i n e s
,
F i r e b r i c k

C o a r s e

7 9 . 5 6 0 0 6 , 2 5

[ 1 . 3 0]
p o r l l 叩 C r u s h e d g r a ni t e

1

6 6 ～ 28 28 ～ 94

(28 d ay)

2 . 5 常温 ～

1 2bo +
冷間 ¢ 10 ×10

1 0 ×10 ×1 0
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.2 ヤング係数

ヤ ング係数は
, 加熱の 影響を大きく受ける力学的性質の 1 つ で ある ｡ 高温加熱下にお け

る高強度コ ンクリ ー トの ヤ ング係数に関する調査結果 をまとめると以下のようにな る ｡

(1) 材 料

セ メ ントの種類が高温加熱下の ヤング係数の低下 におよぼす影響は小さ い こ とが幾つ か

報告されて い る
[l ･ 3り

｡ しか しデ
ー

タ数は少ない ｡

骨材の種類に つ いて は, 普通骨材 (砂岩, 石灰岩, 珪岩, 安山岩, 玄武岩, 蛇紋岩) と

軽量骨材 (膨張頁岩) を用いて実験が行われ 報告されて いる[1 ･ 】9] , [】･ 32〕
｡ コ ンクリ

ー

トの

ヤ ング係数は, 加熱温度に伴い直線的に低下する 傾向にあり, 加熱温度500 ℃ にお い て常温

時の 20% 以下 まで低下する場合も多くみられ る｡ また石灰岩を用い た コ ンクリ ー トは , 残存

率が小さく, 膨張頁岩を用 い た軽量骨材で は, 残存率が大きい とする報告[】･1 9] ･ [1 ･ 32] が示さ

れて いる ｡

(2) 調 合

調合の影響 と して は, 水セ メ ント比が大きい はど
, 加熱によるヤ ング係数の低下が大き

くなる こ とが報告されて い る [1 ･ 23]
｡ ス ランプ, 空気量がヤ ング係数の 低下 におよぼす影響

に つ いては , 実験デ ー タがほとんどない ｡

(3) 加熱条件

加熱温度に関 して 峠, 比較的多くの 報告が示されて い る ｡ ヤ ング係数は, 加熱温度の 上

昇と共に
, ほぼ直線的に低下 し, 加熱温度 600 ℃ におい て 常温時の 10 ～ 2 0% まで低下する こ

とが報告されて い る ｡ しか しそ の他 の加熱条件がヤン グ係数に与え る影響 に つ いて は
,

そ

れ を目的として 行われ た実験が少なく, 評価が難 しい ｡ これは
,

コ ンクリ ー トの 力学的性

状 を把握する ため , 加熱条件として爆裂を避け, また加熱炉の 能力に基づいて 決定 して い

る ことによる もの と考えられる ｡

(4) 実験条件

実験条件に関 して は, シ
⊥ ルの有無で はシ

ー

ル した供試体がヤング係数の低下が小さ い

と の 報告がある ｡ 供試体の 形状 ･ 寸法がヤン グ係数に与える影響に つ い て検討 した報告は
,

皆無で ある ｡ 熱間試験 と冷間試験の 違い に つ いて は, 熱間試験のほうが大きい とする結果

と冷間試験の はうが大きいとする結果が報告されて い る ｡ これ はそ の他の 実験条件も影響

して い るもの と考えられるため, 現状で は不明確で ある ｡

以上の ように , ヤ ン グ係数に つ いて は重要な物性値で ありなが ら, 測定の 困難さ等か ら

現状で は十分なデ
ー

タが蓄積されて いるとは言い難い ｡
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.3 応力ひ ずみ関係

高温加熱下 にお ける コ ンクリ
ー

トの 応力ひずみ 関係は, 調合, セ メ ン トの種類, 骨材の

影響 , 養生条件,
実験条件などの 要因に つ いて 研究されて きて いる ｡ しか し, デ ー タとし

て は, ヤン グ係数と同様, 極めて 少ない ｡

実験開始時 の コ ンクリ ー ト強度や実用範囲の水セ メ ン ト比は, 応 力ひずみ 曲線の形状に

対 して ほとん ど影響せ ず, セメ ン トの種類もコ ンクリ
ー

トに限定する限り影響 は小 さいと

報告されてし､ る【1 ･3 2】
｡ 応 力ひずみ曲線の形状に影響する主要因は骨材の種類で あり, 応力ひ

ずみ 曲線 の 初期勾配は骨材により異なるが, 終局ひずみ は骨材の種類 に よる影 響がはとん

どなく, 加熱温度が高い ほど大きくなる と報告されて い る【1 ･14】
｡ また加熱期間中に持続荷重

が作用する場合には, 圧縮強度や弾性係数が著しく増加 し, 終局ひずみ は減少する ｡

高強度コ ンクリ ー トの 熱問および冷間における応力ひずみ 関係に関する実験報告は, 数

が少なく
,

そ れぞれ の 実験条件 ( 供試体寸法, 実験装置 , 加熱条件, 使用材料な ど) が重

なるため
, 実験結果 にはばら つ きがある ｡ その ため定量的に実験結果 を整理する ことは難

しいが, 定性的な傾向はおおよそ 一

致 して いる ｡

熱間における応 力ひずみ曲線の 特徴と して は, 1 0 0 ℃程度で圧縮強度が低下するが
,

2 0 0

～ 3 0 0 ℃ で は常温時圧縮強度と同程度も しくはやや高めになり, 4 00 ℃以降再 び強度が低下

する傾向が見 られ 圧縮強度時ひずみお よび終局ひ ずみ は受熱温度が高い は ど大きくなる

傾向が見 られた ｡ 冷間にお ける応力ひずみ曲線の特徴として は, 2 0 0 ℃以上にお いて 強度低

下が明瞭になり , 圧縮強度時ひずみ および終局ひ ずみは受熟温度が高いは ど大 きくなる傾

向が見られ る ｡

以上 の よう に
, 高温加熱下 の高強度コ ンクリ

ー

トの 力学的性質 に関す るデ
ー タは限定さ

れて おり少な い ｡ また加熱条件, 実験条件も様々 で あるため, 実験結果の 相互 にお ける比

較も困難で ある ｡ こ の ため, 測定方法や評価方法も含めて更な るデ ー タ収集が必要で ある

こ とがわか る ｡
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1 / 3 研究の 目的と範囲

研究の 背景 と既往の研究成果か ら高温加熱下の高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質 に関す

る研究は, 超高層鉄筋コ ンクリ ー ト造を中心 として火災時および火災後の健全性評価を行

う上で 重要 で ある こ とがわかる ｡

よ っ て 本研 究の 目的は, 火災時および火災後の高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質を解明

し, そ の結果 を超高層 R C 造をはじめとする高強度コ ンクリ
ー

トを使用する コ ンクリ ー ト部

材の火災時お よび火災後の健全性評価に結び つ ける ことにある ｡

本研究で対 象とする範囲は, 以下 の通 りで ある ｡

コ ンクリ ー トの材料試験として は, 設計基準強度3 0 N / m m
2 ～ 1 0 0 N / m m

2( W /C = 2 0 ～ 5 0 % )

の コ ンクリ ー トを対象 と し, 加熱温度 60 0 ℃ 以下 とした｡ コ ンクリ ー トの加熱温度の 上限は ,

｢ 建築構造部分 の耐火性試験方法 (JI S A 1 3 0 4) ｣ で許容される鋼材の最高温度 5 5 0 ℃ を考

慮 して 設定 した｡

試験方法は, 冷間試験 と熱間試験 とした｡ 試験開始材齢は, 冷間試験で は材齢 2 8 日か ら

材齢 9 1 日まで の 間, 熱間試験で は, 材齢 1 年 とした ｡ 加熱開始まで の 養生は , す べ て封か

ん養生と した ｡

セ メ ン トは, 普通ボル トラ ン ドセ メ ン トを使用 した｡ 粗骨材は, 高強度 コ ンクリ ー トに

広く使用 され て おり, 耐火性にも優れて い る硬質砂岩を中心に使用 した｡ なお耐火性の 異

なる骨材による 力学的性状 へ の影響 を調 べ るため, 石灰岩, 膨張頁岩に つ いて使用 した｡

コ ンクリ ー ト柱部材の 試験は, 実強度 1 0 0 N / m m
2

の 高強度コ ンクリ ー トを使用 し, 鋼板

拘束R C 柱と R C 柱に対 して, I S O 8 3 4 に基づく標準加熱を与えた｡

解析には, 非線形有限要素解析プロ グラム (名称 F I N A L) を使用 した ｡

1 . 4 本論文の構成

本論文は
,

序論と他 7 章から構成する ｡

策1 章は, 序論で あり , 研究の 背景 , 既往に研究成果および研究の 目的と範囲を示 して

い る ｡

第2 章は, 1 0 0 ℃ ～ 6 00 ℃ までの高温加熱を受けた水セメ ント比 ( 以下 W ノC) 2 0 % ～ 5 0 %

の高強度コ ンクリ ー トの力学的性質 に関す る研究で ある ｡ これは冷間試験で 実施して おり ,

加熱温度と水セ メ ン ト比の他ビ ニ ロ ン繊維混入の 有無, 供試体加熱時の 暴露条件, 加熱開

始材齢をパ ラメ
ー タと して実験を行い

, 高温加熱前後の圧縮強度, ヤ ング係数, 動弾性係
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数, 応力ひずみ曲線および細孔分布等に つ いて検討 ･ 考察した ｡ この結果 , 冷間試験にお

ける高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質に つ いて把握した ｡ また ビ ニ ロ ン繊維の混入が, 高

強度コ ンクリ
ー

トの爆裂防止 として , 効果が ある こ とを確認した ｡

第 3 章は, 骨材の相違に よる 6 0 0 ℃まで の高温加熱を受 けた高強度コ ンクリ
ー

トの力学的

性質に関す る研究で ある ｡ 2 章と同様に冷間試験による結果 を示す｡ こ こ で は, 水セメ ン

ト比を 3 0 %
一

定と して
,
耐火性 の異なる硬質砂岩, 石灰岩および膨張頁岩との比較, 粗骨

材の有無の影響に つ いて検討 ･ 考察 した｡ こ の結果 , 骨材の違い に よ っ て 高温加熱後の高

強度コ ンクリ
ー

トの 力学的性質 に大きく影響を及ぼすことを確認した ｡

第4 章は, 6 0 0 ℃ まで の高温加熱下 における高強度コ ンクリ ー ト ( W /C = 2 0 ～ 5 0 % ) の 力

学的性質に関する研究で ある ｡ これは, 熱間試験で 実施して おり, 加熱温度 と水セ メ ント

比をパ ラメ
ー タと した ｡ 圧縮強度, ヤ ン グ係数, 応力ひずみ曲線 に つ いて 測定 し, 検討 ･

考察 を加 えた ｡ こ の 結果 , 熱間試験 における高強度コ ンクリ
ー

トの 力学的性質 に つ いて把

握した｡

第 5 章は, 2 章の実験結果 に基づい て , 加熱温度をパ ラメ
ー

タ として , 2 通 りの強度推

定式を提案し, 実験値 と の相関性 を確認 し
`
た ｡ こ の結果 ,

セメ ント水比と加熱前の圧縮強

度の 関係から, また加熱後の コ ンクリ
､

- ト の 空隙率から加熱後の圧縮強度を概ね推定で き

る ことを示した ｡

第 6 章で は, 火災時にお ける鉄筋コ ンクリ
ー

ト柱内部の 熱 ･ 水分移動の性状把握を目的

と し
, 高強度 コ ンクリ ー ト ( 実強度 10 0 N / m m

2
) を使用 した鋼板拘束鉄筋コ ンクリ ー

ト柱

(以下鋼板拘束R C 柱) および鉄筋コ ンクリ ー ト柱 ( 以下 R C 柱) 試験体に対 し 3 時間耐

火加熱試験を実施した｡ その 結果 , 高強度コ ンクリ ー トを使用 した コ ンクリ ー ト部材の耐

火性能の確認 と火災加熱を受 ける コ ンクリ ー ト柱部材の 温度分布, 含水分布および水蒸気

圧の変化 に つし
■
) て把握した ｡

第 7 章で は, 高強度コ ンクリ
ー

トを使用 した R C 柱部材の火災時の 変形性状を解析的に

検討 した ｡ まず既往の R C 柱部材の 実験結果 と解析によ っ て得られ る値との 整合性を検討

した ｡ その 結果 , 本解析法により火災時 の変形性状 を推定 できる ことがわか っ た ｡ 次 に実

際に 4 0 層程度の超高層 R C 造として設計した柱部材 (F c 8 0 N / m m
2) を対象 と して , 軸力

比,
コ ンクリ ー ト強度, 部材断面 をパ ラ メ

ー タと して シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン を行い
, 実設計 へ

の 適用性を試みた ｡

第 8 章は, 結論である ｡ 本研究の 各章の 結論 をまとめて示 した ｡
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第 2 章 高温加熱後の高強度 コ ンクリ ー トの力学的性質

(冷間試験)
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2 . 1 緒 言

高温加熱を受けた コ ンクリ ー トの 力学的性質に関して は, 第 1 章で述 べ たよう に普通強

度の コ ンクリ ー トに つ いて は多くの研究報告がなされて い るもの の
, 高強度コ ンクリ ー ト

に つ いて は, こ の数年幾つ かの報告がされて きて い るが, まだ十分解明されて いない ｡

本章で は, 高温加熱 (1 0 0 ～ 6 0 0 ℃) した後, 常温まで 冷却してからの 載荷試験 ( 冷間試

験) により高強度コ ンクリ ー トの力学的性質の把握を目的と し
, 実験的に検討 ･ 考察 を加

えた｡ また火災時の高強度コ ンクリ ー トの 爆裂防止対琴の 1 つ として ビ ニ ロ ン繊維を採り

上 げ, その 効果に つ いて も併せて 比較 ･ 検討した ｡

2 . 2 実験概要

2 .2 . 1 実験の組合せ

実験条件は, 表･ 2 . 1 に示す水結合材比 ( 以下 W 侶 と称す) 5 水準, ビ ニ ロ ン繊維 ( 以下

V F) の 混入の有無, 加熱時の暴露条件2 水準, 加熱温度 ( 常由2 0 ℃ を含む) 7 水準, 加熱

開始材齢2 水準と した ｡ なお, 供試体の表記方法は, 原則として(1) ビ ニ ロ ン繊維混入 の有

無 -(2) W 侶 -(3) 加熱時の暴露条件-

(4) 加熱温度･(5)加熱開始材齢の 順 に略号で示 した ｡

表- 2 . 1 試験条件

項 目 摘
.

要 水準数
ビニ ロ ン繊維
の 混入 の有無

有り (V F)
, 無 し ( N ) 2

水結合材比 5 0 %
,
4 0 %

,
3 0 %

,
2 5 %

,
2 0 % 5

加熱時の

暴露条件
シ

｣

ル (S)∴ アン シ ー

ル ( U ) 2

加熱温度
2 0 ℃ (常温)

,
1 0 0 ℃

,
2 0 0 ℃

, 3 0 0 ℃
,

7
4 0 0 ℃

, 5 0 0 ℃
,
6 0 0 ℃

加熱開始材齢 2 8 日(2 8 D) ,
9 1 日(9 1 D) 2

2
.
2

.2 使用材料および調合

使用材料は
,
セメ ント(C) として普通ボル トラ ンドセメ ント, 細骨材(S) として木更津産陸

砂, 粗骨材(G)として 青梅産砕石 (硬質砂岩) を使用 した｡ 使用した骨材の品質を表_ 2
.
2 に

示す｡ なお高塩加熱を受けたコ ンクリ
ー

トの力学的性質は骨材の影響を無視で きないがr2 ･1】

～

[2 ･
3】

, こ の実験では, 都心部にて F c 6 0 ～

8 0 N / m m
2 級の 高強度コ ンクリ ー トに使用可能な骨

材を選定した ｡ W 侶 = 2 0 % の 高強度コ ンクリ ー トは, 混和材と して ノル ウ ェ
ー

産シリカ フ ユ

ー

ム (以下 S F , 密度 : 2 . 2 2 g/ c m
3

, 比表面積 : 1 9 .6 5 m
2
/g , 平均粒径 : 0 . 1 5 [L m ) を使用 し
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た｡ S F は, セメ ン ト質量の 内割り 1 0 % 混入とした｡ また高強度コ ンクリ ー トの爆裂防止と

して 用 い た ビ ニ ロ ン 轡維 ( 密度 : 1 .3 g/ c m
3

, 引 張 強度 : 9 0 0 N / m m
2

, ヤ ン グ係数 :

2 . 9 ×1 0
4
N / m m

2) は, 直径 0 .2 m m , 長さ 1 2 m m の もの を W 侶 = 2 0 ～ 3 0 % の高強度コ ンクリ

ー トに つ いて使用 した ｡ また混和剤仏d
.) は, W 侶 = 5 0 % に対して リグニ ンス ルホン酸化合物

およびポリオ ー ル複合体を主成分とする A E 減水剤, W 侶 = 2 0 ～ 4 0 % に対 して ボ‡｣ カルポン

酸系高性能A E 減水剤を使用 した｡

各 コ ンクリ ー トの 調合条件は
,

W 侶 = 4 0 %
, 5 0 % で は目標ス ラ ンプを 2 1土2

. 5 c m , W 侶 = 2 0

～ 3 0 % に つ いて は, 目標ス ラン プフ ロ ー 値を 5 5 土1 0 c m とした ｡ また, ビ ニ ロ ン繊維を混入

す る コ ンクリ
ー トに つ いて は, 無混入 に比 べ 若干 ワ

ー カ ビリティ
ー が低下す る の を考慮し

て 目標ス ラン プフ ロ
ー

値 を 5 0 土1 0 c m と した｡ 目標空気量は , W 侶 = 5 0 % で は 4 . 0 土1 .0 % ,

W 侶 = 2 0 ～ 4 0 % で は 2 . 5 土1
.0 % とした｡ 各コ ンクリ ー

トの調合を表- 2 .3 に示す｡ なお V F 混

入量は, 小型柱模擬部材による耐火試験【2 ･4】において 爆裂防止効果が認められた混入量 より,

0 .5 % ルd . (6 .5 k g/ m
3
) と した ｡ また V F 混入の調合 は, 表- 2 .3 に示 した同

一

水結合材比の

調合 に V F を混入 して 用いた ｡

表･ 2 .2 骨材の 品質

記号 骨材の種類′ 表乾比重 粗粒率
吸水率

(射

田 木更津産陸砂 2 . 60 2 . 5 9 1 . 58

G 青梅産砕石 2 . 65 6 . 6 6 0 . 75

表- 2 .3 コ ンクリ ー トの調合

N o .

W /B

(% )

)
〈

b
/

｣

一､

単位量 (k g/ m
3
) A d .

( C X %)W C S F ~ S G

1 2 0 1 5 0 6 7 5 7 5 6 4 4 8 7 2 C X 2 . 9 %

2 2 5 1 6 0 6 4 0 0 6 8 3 9 2 5 C 不2 .2 5 %

3 3 0 1 7 0 5 6 7 0 7 2 9 9 1 4 C X l .5 %

4

5
☆

4 0

5 0

1 6 5

1 7 0

4 1 3

一白4 0

0

. 0

_ 7 9 5

7 9 7

9 8 8

9白5

C X l . 0 %

C X O . 2 5 %

* : A E 減水剤使用 ｡ 他は, 高性能A E 減水剤使用

2
.
2

.3 測定項目と測定方法

測定項目および測定方法の
一

覧を表･ 2 .4 に示す｡ 各測定は, JIS および土木学会規準等に

準じて実施した0 外観観察は, 目視により行 っ た｡ 動弾性係数は
, 縦振動の 一 次共鳴振動

数から求めた｡ ヤ ング係数は, コ ンプレ ッ ソ メ
ー タによ っ た ｡ 細孔分布は, 自動ポロ シメ

ー

タ ((株) 島津製作所製オ ー トボア 9 2 0 0) により水銀圧入方式で測定した｡ 供試体の 寸法

は, 10 0 ¢ ×2 0 0 皿 m とした｡ 供試体の本数は, 各実験条件に対して 3 本 (細孔分布は, 各

実験条件 に つ いて 1 体) とした ｡
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表- 2 . 4 測定項目および測定方法

測定時期 種類 測定方法等

フ レ ッ シ ュ

時

ス ラ ン プ, ･ ス ラ ン プフ ロ

⊥

, 空気量 , 単位容積質量,

コ ンクリ ー ト温度

各 JI S 等 による

加熱前後

外観観察 目視による

動弾性係数 JIS A l1 2 7 による

圧縮強度 JIS A ll O 8 による

ヤ ング係数 J S C E _ G 5 0 2 による -

応力ひずみ 関係 コ ンプレ ッ ソメ ー タによる

細孔分布 水銀圧入方式に裏る

2
.
2

.
4 供試体の 製作および養生方法

コ ンクリ ー トは, 容量 1 0 0 且 のバ ン型強制練りミキサを使用 し
, 各調合に つ い て 1 6 0 且

( 8 0 且 × 2 バ ッチ) ずつ混練 した ｡ 供試体は軽量型枠を用いて 製作 し, 打設後 2 0 土3 ℃
,

8 0 土5 % R H の恒温恒湿室で 湿潤養生と し, 翌日封かん養生 として , 所定の 材齢 (2 8 日, 9 1

日) まで 2 0 土3 ℃ , 6 0 士5 % R H の恒温恒湿室で養生 した ｡

2 .2 .5 加熱条件

加熱は, プログラム調節器付き電気炉によ っ た｡ 加熱速度は, 既往の 加熱後載荷試験 (以

下冷間試験) に よれば JIS A 1 3 0 4

､

に基づく標準加熱を除けば, 5 0 ～ 5 0 0 ℃/b r の 範囲で設

定されて い る ｡ また加熱後の 力学的性質の 把握を主眼と す る実験の 場合 は, 5 0 ～ 1 5 0 ℃/b r

の範囲で 設定す る場合が多い ｡ 本実験で は, 既往の冷間試験を考慮 し, 供試体の 内外温度

差を小さく し, 熱応力の 影響をで きるだけ小 さくするため約1 0 0 ℃丑げ の加熱速度 と した｡

また計画加熱温度到達後は, 図･ 2 . 1 に示すように供試体内部温度が均
一

となる よう 2 4 時間

保持させ た｡ 降温 は, 炉内の フ ア ンを作動させなが ら自然冷却と し
, 炉内の 温度が 50 ℃ 程

度に下がる まで供試体を放置 した｡

加
熱
温
度

加 熱 時 間

図- 2 .1 加熱パ タ ー

ン
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加熱時の 暴露条件は
,

加熱中に供試体からの水分逸散を認めるア ンシ
ー ル状態 ( U ) と

,

加熱中に水分逸散が生じないよう鋼製容器 に密封した シ
ー ル状態 ( S ) を設定した｡ これ

は, コ ンクリ ー ト部材が火災に あ っ た場合, 外部コ ンタl｣ - トはア ン シ
ー ル状態, 内部コ

ンク t｣ - トはシ
ー ル状態におかれる もの と予想され るため, この 2 条件とした｡ シ

ー

ル容

器の外観を図 - 2 .2 に示す ｡ シ
ー ル容器 の 端部は,

｢ JI S B 2 4 0 1 0 リング｣ を満足する耐熱

性の 高い ○ リ ングを挟み 込んだ ｡ シ
ー

ル 条件下 の 加熱温度は, シ
ー ル容器の耐水蒸気圧能

力から 1 0 0 ℃ と 2 0 0 ℃ の 2 水準とした｡

加熱開始材齢は, 材齢 2 8 日と材齢 9 1 日の 2 材齢 と した ｡ これ は
,

既往の研究に よる と

標準加熱曲線に よる加熱温度を与える場合を除けば, 材齢 2 8 日から材齢 9 1 日の 間で多く

の 実験が実施されて い る ことを考慮し, コ ンクリ ー トの 調合の基本となる材齢 2 8 日と構造

体コ ンクリ ー ト強度の 最長管理材齢 となる材齢 9 1 日を加熱開始材齢とした｡ また各開始材

齢にお ける実験 は,

'
各 々 約 14 日間で 完了した｡

耐熱 0 リン グ

平 面図
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2 . 3 実験結果 および考察

2 .3 .1 フ レ ッ シ ュ 性状および実験開始時強度

コ ンクリ ー トの フ レ ッ シ ュ 性状および加熱実験開始時の強度試験結果 を表- 2
. 5 に示す ｡ フ

レ ッ シ ュ 性状は, 概ね目標としたス ラン プ, ス ラン プフ ロ ー および空気量 を有す る コ ンク

リ ー トを得る ことがで きた ｡ W 侶 = 2 0 % に つ いて は,
V F 混入 , 無混入共に空気量が若干大

きめ とな っ た ｡ これは S F の混和が影響したもの と考えられる ｡

表- 2 .5 コ ンクリ ー トの フ レ ッ シ ュ 性状 および加熱開始時の強度性状

N o .

ス ラ ンプ
ス ラ ンプ

フ ロ
ー

( c m X c m )

単位容積

質量

匝g/ m
3
)

空気量
.

温度 強度☆ ヤン グ係数☆

(c m ) ( %) (℃) ( m m m
2

) ( × 1 0
4
N / m m

2

)

N - 2 0 % 4 9 . 0 ×4 8 . 5 2 4 2 6 3 . 3 1 9 .0
1 0 8 .3 4 . 0 7

1 1 3 . 1 4 . 1 2

N - 2 5 % 5 2 . 5 ×5 3 . 5 2 4 4 2 2 . 5 1 9 .5
9 5 .3 3 . 9 4

1 0 0 . 0 4 . 0 5

N - 3 0 % 5 4 .0 ×5 4 . 5 2 4 0 1 1 . 6 1 7 .0
7 7 .1 3 . 6 3

8 4 .6 3 . 7 7

N - 4 0 % 2 3 .0 2 3 7 8 2 . 7 1 6 .0
5 5 . 4 3 .4 4

5 8 . 8 3 .4 7

N - 5 0 % 2 0 . 0 2 2 6 2 4 .0 1 5 . 5
3 6 . 5 2 .8 7

3 7 . 2 3 .2 9

V F - 2 0 % 4 0 0 × 4 0 0 2 4 2 8 3 . 1 2 0 . 5
1 0 9 .6 4 .0 4

1 1 4 .0 4 .3 2

V F - 2 5 % 5 0 5 × 4 9 0 2 4 4 5 1 .7 2 0 . 5
9 0 . 5 3 .9 1

9 7 . 7 4 .0 3

V F - 3 0 % 5 2 0 × 5 3 5 2 4 1 3 1 .6 1 9 . 5
7 7 .0 3 .6 6

* : 上段は材齢2 8 日, 下段は材齢9 1 日の 結果 を示す ｡

2 . 3 . 2 外観観察

加熱開始材齢2 8 日の場合, W 侶 = 2 5 ～ 5 0 % の 供試体 では, 加熱温度 4 0 0 ℃以上 になる と

0 . 05 m m 以上 のひ び割れが供試体表面に目立ちはじめ
, 加熱温度6 0 0 ℃ で は供試体の 全面 に

わたり亀甲状にひ び割れが生じた ｡ またひび割れ幅も加熱温度が高い ほど大きく , 加熱温

度 6 0 0 ℃ で は 0 .2 m m を越え る もの も多数発 生した ｡ しか し爆裂 まで 至 らなか っ た｡

W 侶 = 2 0 % 供試体において は
,

V F 無混入の 場合, 4 0 0 ℃ 以上 の 加熱で は
, 写真 - 2 . 1 に示す

よう に爆裂を生じ, 大きな コ ンクリ
ー

ト片状に破壊した ｡

一

方 V F 混入供試体は
,

写真一2 . 2

に示すよう に 40 0 ℃以上 の加熱において ひ び割れや表層部にわずかな損傷が生じるもの の

爆裂まで 至らなか っ た｡

加熱開始材齢 9 1 日 の 場合
,

W 侶 = 2 5 ～ 5 0 % の供試体で は, 加熱開始材齢 2 8 日 と同様,

高温加熱を受けて も爆裂 は生じなか っ た｡ また V F 無混入 の W 侶 = 2 0 % 供試体で は, 加熱温

- 1 7 -



写真 一2 . 1 爆裂 した加熱後の供試体

(N ･ 2 0 % - 5 0 0)

ト
m
ト

補
膿
謂

写真- 2 .2 加熱後の W 混入供託体

(V F ･ 2 0 % - 6 0 0)

度 4 0 0 ℃まで爆裂を生じなか っ た｡
これは

, 加熱開始材齢 2 8 日 に比 べ て 水和が進行してお

り, 含 水率も若干小さくな っ た こ とが影響 したもの と推察する ｡ なお V F 混入の コ ンク リ

ー トは, す べ て爆裂を生じなか っ た ｡ V F の混入 により爆裂が防止で きたの は, 臥 2 . 3 の D

S C 曲線で示すように V F が約 2 2 0 ℃ から軟化し始め 2 5 0 ℃で完全に溶融 ･ 気化する ｡ そ の

結果 コ ンクリ ー ト中に多数の 空隙部がで き, 水分移動が容 易となり コ ンク リ
ー ト表層部の

蒸気圧を低減 した こ とによると推察する ｡ 加熱な しの供試体と加熱温度 30 0 ℃で 加熱後 の 供

試体 を調 べ たと こ ろ , 写真 ･ 2 息 写真･ 2
.4 に示すように加熱後の 試験体 を割 っ て 目視した範

囲では, V F は存在 して おらず , 総て気化 した こ とを確認 した｡ 以上の 観察結果か ら
, 常

温時の圧縮強度が 10 0 N / m m
2
を超え る高強度 コ ンクリ ー

トの 爆裂防止対策として V F の混

入が有効な手段の
一

つ になり得る こ と を確認した｡

0 5 0 川O t 5 0 2 0 0

℃度

図･ 2 . 3 D S C 曲線
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写真 - 2
. 3 加熟前の供試体

(Ⅴアー2 5 % - U - 2 0)

写真 ･ 2 , 4 加熟後の供試体

(V F -2 5 % - U ･ 30 0)

2 .3 .3 圧縮強度

結合材水比 と加熱温度別 の圧縮強度の 関係 を図- 2 .4 , 図 - 2 . 5 に示す ｡ こ の 結果から , ア ン

シ
ー

ル の 場合, 爆裂の ためデ ー タのない W 侶 = 2 0 % 供試体を除けば
, 各加熱温度における圧

縮強度 は, 結合材水比にiまば比例 した｡ また図- 2 .4 よ り加熱温度 3 0 0 ℃ ～ 4 0 0 ℃ および 5 0 0 ℃

～ 6 0 0 ℃ における 強度の低下が大 きい こ とがわかる ｡ これは, 既往の研究結果【2
･司から判断す

ると, 前者が脱水作用の 影響, 後者がボルトラ ングイト【C a( 0 耳)2 】の 分解による水分の蒸

発が影響したもの と推察で きる n

14 0

t2 0

､
t lロ･

∈

≧ 8 0

咄
6 0

潜

壕
4 0

出
2 0

0
0 】 2 3 4 5 8

結合材水比

国 - 2 . 4 結合材水比と圧縮強度 ( ア ンシ
ー ル)
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結合材水比

国- 2 . 5 結合材水比と圧縮強度 (シ
ー

ル)

V F 混入供試体の加熱後の 圧縮強度は, W ノB = 20 % を除いて V F 無混入の 同
一

水結合材比

の コ ンクリ ー トと同程度にな っ た｡

一

方 W 侶 = 2 0 % の場合, 加熱温度 3 0 0 ℃以上 の圧縮強度

は
,

W 侶 = 2 5 % と同程度か, 若干低い強度を示し, V F 混入により爆裂防止効果 はあるもの

の , 加熱後の 圧縮強度の低下が大きい ことが分か っ た ｡

加熱温度と圧縮強度の関係の
一

部を図･ 2 . 6 に示す｡ 加熱開始材齢 2 8 日におけるア ンシ
ー

ル の W ノB = 2 0 % , 2 5 % で は加熱温度 1 0 0 ℃ , 2 0 0 ℃におい て は常温よりも高い圧縮強度を示

し
, 加熱温度30 0 ℃で常温時と同程度を示 し, 3 00 ℃ を超える と爆裂 または著しい強度低下

を示した｡ また W 侶 = 3 0 % 以上 で は, 加熱温度 1 0 0 ℃ ～ 30 0 ℃ において は常温 よりも圧縮強

度が若干低くなり, 加熱温度30 0 ℃ を超えると水結合材比の小さ いものほど大きな強度低下

(

N

∈
∈
＼

Z

)

噸
悪
彊
由

8 0

6 0

4 0

10 0 2 0 0 3 0 0 40 0 5 0 0 6 00 70 0

加熱温度 (
O

c )

図 - 2 . 6 加熱温度と圧縮強度
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加 熱温度 ( ℃)

図- 2 . 7 加熱温度と圧縮強度残存比

7 0 0

2 0 0 30 0 4 0 0 5 0 0 6 00 7 0 0

加 熱温度 (
O

c )

図- 2 .8 加熱温度と圧縮強度残存比

を生じた｡ 加熱温度 60 0 ℃ における強度は
, 爆裂した W 侶 = 2 0 % を除けば水結合材比 の 小 さ

い もの ほど高い圧縮強度を示 した ｡ 加熱開始材齢 9 1 日で は, 加熱開始材齢 2 8 日に比 べ 加

熱温度 1 0 0 ℃ , 2 0 0 ℃ にお ける強度増加が少なく, また加熱温度 3 0 0 ℃ 以上 の 強度低下が大

きくな っ た ｡

加熱開始材齢 28 日における加熱温度と圧縮強度残存比の関係を図 - 2 . 7 , 図 - 2 .8 に示す ｡

こ こ で圧縮強度残存比は, 2 0 ℃ の圧縮強度に対する各加熱温度における圧縮強度の 比 とす

る ｡ 図 一2 . 7 から, ア ンシ ー ルの場合, W 侶 = 2 0 , 2 5 % に つ いて は加熱温度 2 0 0 ℃ まで強度増

加を示 し
, 加熱温度3 0 0 ℃で 常温 と同程度, 加熱温度3 0 0 ℃を超える と常温以下に低下した｡

特に N ･ 2 0 % - U - 2 0 0 ℃ - 2 8 D 供試体で は, 常温供試体の 1 . 1 6 倍の圧縮強度残存比を示した｡

W 侶 = 3 0 , 4 0 % で は加熱温度 20 0 ℃ まで常温供試体と同程度の 強度を示 し
, 加熱温度 2 0 0 ℃

を超える と常温時以下の 圧縮強度残存比 まで低下 した｡ また圧縮強度残存比は, 爆裂の 場

ー 2 1 -



合を除けば
, 水結合材比の低い もの ほ ど加熱後の圧縮強度残存比が若干大きい傾向を示 し

た ｡

一 方シ
ー ルの 場合も W 侶 = 2 0

,
2 5 % で は強度増加を示 し, N - 2P % - S - 2 00 ℃ 一2 8 D 供試体は

,

■

加熱温度 2 0 0 ℃ で常温供試体の 1
.
1 9 倍の圧縮強度残存比を示した｡ しかし W 侶 = 3 0 ～ 5 0 %

で は, 常温 の強度と同程度または低い 強度とな っ た ｡ また V F 混入の場合も, 図- 2 . 8 に示す

よう に W 侶 = 2 0 % を除いて V F 無混入の場合と同様の傾向を示 した｡ V F - 2 0 % - U に つ いて は,

加熱温度 2 0 0 ℃ 以上 において 強度低下 が大きく, W 侶 = 2 5 % , 3 0 % よりも低い残存比 を示 し

た ｡

加熱開始材齢9 1 日における加熱温度と圧縮強度残存比 の 関係を図 - 2 . 9 に示す｡ ア ンシ
ー

ルの 場合, W 侶 = 2 0 , 2 5 % で は加熱温度 2 0 0 ℃まで強度増加を示すが, 加熱開始材齢 2 8 日

に比 べ その 増加は少ない ｡ 加熱温度 2 0 0 ℃ を超 える と総 べ て強度低下を示 して おり, 特 に加

熱温度4 0 0 ℃以上における牢縮強度残存比は, 水結合材比によらず概ね
一

致した｡ また加熱

温度 6 0 0 ℃ を受けた後において も常温時 の 0 . 3 ～ 0 .4 の 残存比 を保 つ こ とが分か っ た ｡ シ
ー

ル の 場合 も加熱開始材齢2 8 日の 場合 と傾向は似て い るが
,
W 侶 = 2 0

,
2 5 % の 加熱温度 2 0 0 ℃

にお ける強度増加は, 加熱開始材齢2 8 日に比 べ 小さくな っ た ｡ また シ ー ルの場合 W 侶 = 3 0
,

4 0 % の加熱温度 1 0d ℃ で常温より強度が低下 し, 加熱温度 2 0 0 ℃ 常温 の 強度まで回復する傾

向を示 した｡

0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 60 0 70 0

＼加熱温度 (
O

c )

図- 2 . 9 加熱温度と圧縮強度残存比

以上 の 結果から, W /B = 2 0 ～ 3 0 % の高強度コ ンクリ ー トは, 加熱開始材齢が早い場合は
,

加熱温度 1 0 0 ℃, 2 0 0 ℃ において セメ ン トの 水和 の影響により強度の増加が認められ る｡ ま

た W /B = 2 0 ～ 3 0 % の高強度コ ンクリ ー トは, 普通強度の コ ンクリ ー トに比 べ 圧縮強度の低下

が大 きい も の の
, 圧縮強度残存比で 比較する と

, 爆裂を防止する ことにより, 加熱温度6 0 0 ℃

にお いて も普通強度の コ ンクリ ー トと同等以上の圧縮強度残存比 0 .3 ～

0 .4 を得る ことがで

きる ことな どが分か っ た｡
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2 . 3 . 4 ヤ ング係数

各加熱温度における結合材水比とヤ ング係数の関係を国- 2 .1 0 , 図 - 2 . 1 1 に示す｡ ア ンシ
ー

ルの 場合, V F の 混入の有無に関係なく, 加熱温度が高い ほどヤ ング係数は低下 し
, 水結合

材比 の低い 方が大きなヤン グ係数を示した ｡ W 侶 = 2 0 % , 2 5 % では
,
加熱温度 10 0 ℃

,
2 0 0 ℃

にお い て 強度の増加が認められたが, ヤ ング係数は , 増加する ことなく加熱温度が高い ほ

ど低下 した ｡

一

方シ
ー

ル の場合は, 加熱温度 10 0 ℃, 2 0 0 ℃におい て ア ンシ
ー ルの値よりも

大きな値を示 した ｡ こ れは供試体の シ
ー ルに より水分蒸発が抑制された こ と による と考え

られ る ｡ またシ
ー ル した場合の 常温および加熱温度 10 0 ℃の ヤン グ係数で は同程度, 加熱温

度 2 0 0 ℃ における W 侶 = 3 0 ～ 5 0 % は常温よりも若干低いもの の , W 侶 = 2 0 % , 2 5 % は
, 常温

と同程度の値を示 した｡ 加熱開始材齢 9 1 日において も同様の 傾向を示 した ｡
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V F 混入 の場合も概ね V F 無混入と同程度の ヤング係数を示した ｡ V F - 2 0 % - U 供試体は
,

加熱温度 3 0 0 ℃以上の低下が大きく, 圧縮強度同様 V F - 2 5 % - U 供試体よりも小さな値を示

した ｡

加熱温度とヤン グ係数残存比 の 関係の 一 例を図 - 2 .1 2 に示す ｡ こ こでヤ ング係数残存比は
,

2 0 ℃の ヤ ング係数に対す る各加熱温度にお けるヤ ング係数の 比とした｡ ヤ ング係数残存比

は
,

加熱後におい て ア ン シ
ー ル

,
シ

ー ル共 に水結合材比の 小 さい方が若干大きい傾向を示

した ｡ ア ン シ
ー ル で は, 加熱温度が高く なる に従い こ の 差は小さくなる傾向にある ｡ また

ヤ ング係数残存比は
, 加熱温度に対 しは ぼ直線的に低下 し

, 加熱温度 6 0 0 ℃ の場合, 水結合

材比 に関係なく 0 .
1 程度まで低下す る こ

.
とが分か っ た ｡ シ

ー ル条件で は, ア ンシ
ー

ル に比 べ

ヤン グ係数残存比の低下が小さく, 加熱温度 2 0 0 ℃ における W 侶 = 2 0 , 2 5 % で は常温供試体

と同程度 , W 侶 = 3 0 ～ 50 % で は 0 .8 以上 の ヤング係数残存比を示 した ｡ 加熱開始材齢 9 1 日

におい て もほぼ同様の性状を示 した ｡

以上 の結果 から, ア ンシ
ー

ル における W 侶 = 2 0 ～ 3 0 % の 高強度コ ンクリ ー トの ヤ ング係数

は, 加熱温度が高くな る ほ ど低下する ｡ また爆裂 を防止すれば, 普通強度の コ ンクリ ー ト

と同程度の ヤン グ係数残存比を確保で きる もの の , 加熱温度 6 0 0 ℃ で は常温時 の 1 0 % まで

低下す る こ とが分か っ た｡

一

方シ
ー ルの 場合は, ヤ ング係数の低下が小 さく

, 加熱温度2 0 0 ℃

にお いて もヤ ング係数残存比 0 .8 を確保で きる ことが分か っ た｡
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図 - 2
. 1 2 加熱温度とヤング係数残存比

2 . 3
. 5 動弾性係数

加熱後の 加熱開始材齢 2 8 日におけるヤング係数と動弾性係数の 関係の 一 部を図 - 2 . 1 3 に

示す ｡ こ の結果 から加熱温度, 水結合材比, シ
ー

ルの有無および加熱開始材齢によらずヤ

ング係数と動弾性係数との相関性が高い (相関係数 R = 0 . 9 95) ことが分かる ｡ また V F 混入

の 場合に おい て も概ね 同様の 結果を示した ｡ こ の こ とか ら加熱後強度試験を行わなくても ,
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動弾性係数を測定する ことでヤ ング係数の推定が可能で ある ことが分かる ｡
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国- 2 . 1 3 ヤ ング係数と動弾性係数

2 .3 .6 質量減少率

加熱温度 と質量減少率 [ 加熱前後の 質量差/ 加熱前の質量, を百分率で示 したもの] の

一

部を図･ 2 . 1 4 に示す ｡ ア ン シ
ー

ル の場合, 加熱温度 2 0 0 ℃ まで は急激に質量が減少 し, 2 0 0 ℃

以上 で はやや緩やかに減少する ｡ 1 0 0 ～ 3 0 0 ℃まで は水結合材比の大きい もの ほど質量減少

率が大きい ｡ こ れは, 水結合材比が大きいもの ほ ど自由水が多く, 加熱 により水蒸気 とし
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図 ･ 2 . 1 4 加熱温度と質量減少率
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て多く放出したためと推察され る ｡ シ
ー ル条件の場合は, 水結合材比が大きい ほ ど加熱後

の シ
ー ル容器と供試体との 間隙に供試体から放出された水が滞留し

, 供試体の質量減少を

若干生 じた｡ また加熱開始材齢9 1 日の場合および V F 混入の場合において も同様に質量減

少の傾向を示した｡

2 . 3 . 7 応力ひずみ関係

加熱開始材齢 28 日における応 力ひずみ 曲線の
一

例 (3 0 % - U , 3 0 % 一 S) を図- 2 . 15 , 図- 2 . 1 6

に示す ｡ ア ンシ
ー

ル の 場合は, 加熱温度が高くなる に従い
, 最大応力度にお ける ひずみは

大となり
,

水結合材比, V F 混入 の有無 に よらず, 概ね同様の傾向を示 した｡ またシ
ー ル

の 場合は, 常温から加熱温度 2 00 ℃におい て大差がなく, 同様の応力ひずみ曲線を示 した ｡
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各温度別の 最大応 力度と最大応力度におけるひ ずみ量の関係を国･ 2 . 1 7
,

加熱温度と最大

応力度における ひずみ量 の関係を図 ･ 2 . 1 8 に示す｡ ア ンシ
ー

ル の場合 , 加熱温度が 10 0 ℃ を

超え ると加熱温度の上昇 に従い , 最大応力度におけるひずみが大きくな っ た ｡ これは,
コ

ンクリ ー ト中の 水分蒸発 に伴う微細なひび割れの発生, または加熱に より増加 した空隙が

つ ぶれた こ とに より最大応力度における ひずみが大きくな っ たもの と推察される ｡ また低

水結合材比にな る ほど同
一

加療温度にお ける最大応力度のひずみ は大きくなる傾向を示し

た｡ シ
ー ル の 場合は, 加熱温度の違い に よる最大応力度におけるひずみ量 の差が小さく

,

最大応力度の高い もの ほ どひずみ量が大きくな っ た｡ また同
一

加熱温度における最大ひ ず

み量は, ア ンシ
ー

ルよりも小さくな っ た｡
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2 .3 .8 総細孔量

加熱温度と総細孔量の 関係を図 - 2 .1 9 に示す｡ この結果から, 概ね水結合材比が大きいほ

ど, また加熱温度が高い ほど総細孔量が大きくなる ことがわかる ｡ しか し加熱温度 10 0 ℃ に

おい て
一 部総細孔量が小 さくな っ て い る ｡ これは

,
圧縮強度が高くなる ことと同様に

, 加

熱に よる水和 の 進行が影響して い る こ とを裏付けるものと考える ｡ 圧 縮強度と総細孔量の

関係を図 _ 2 . 2 0 に示す｡ こ の結果か ら
,

水結合材比, 加熱温度, 加熱時の暴露条件が異な っ

て も, 総細孔量 は, 圧縮強度の高い ものほど小さく
,

その 相関性の 高い ことが認められた ｡

また加熱開始材齢9 1 日において も同様の傾向を示 した｡
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2 . 4 まとめ

本研究で は, 高温加熱 (1 0 0 ～ 6 0 0 ℃) を 2 4 時間受けた高強度コ ンクリ
ー トの 力学的性質

の把握を目的と し
,

実験的に検討 ･ 考察を行い
, 以下の こ とがわか っ た｡

(1) 高強度コ ンクリ ー ト( W 侶 = 2 0
～

30 % ) は, ビニ ロ ン繊維を 0 ･5 % / v ol ･ 混入する ことに より

爆裂防止 の可能性がある ｡

(2) 高強度コ ンクリ ー トは, 高温加熱後圧縮強度の 低下が大きいものの , 圧縮強度残存比

で 比較する と普通強度の コ ンクリ ー トと同等以上の残存比 を示す｡

(3) 高温加熱後の圧縮強度残存比は , ア ン シ ー ルの場合, W 侶 = 2 0
,
2 5 % で は加熱温度 2 0 0 ℃

まで増加 し, W 侶 = 3 0 ～ 5 0 % で は, 常温 と同程度の 値 を示す ｡ また加熱温度 3 0 0 ℃ 以上

で はす べ て低下す る ｡ 6 0 0 ℃ 加熱後の圧縮強度残存比は
, q .3 ～ 0 . 4 を示す｡

(4) 高強度コ ンクリ ー トのヤ ング係数は, 加熱温度が高くなる ほ ど低下す る ｡ しか し普通

強度の コ ンクリ ー トと 同程度の ヤング係数残存比を確保で きる ｡ 6 0 0 ℃加熱後のヤ ング

係数残存比は, 0 . 1 まで低下する ｡

一 方シ
ー ルの 場合 は, ヤング係数の低下が小さく ,

加 熱温度 2 0 0 ℃ にお いてヤ ング係数残存比 0 .8 を確保する ｡

(5) 動弾性係数は, 加熱温度, 水結合材恥 試験時の暴露条件および加熱開始材齢によ ら

ずヤング係数と の 相関性が高い ｡

(6) 応力ひ ずみ関係は, ア ンシ
ー ルの場合, 加熱温度が高くなるに従い , 最大応力度に対

する ひずみ量 は大きくなる ｡

(7) コ ンク リ ー トの 総細孔量は, 水結合材比, 加熱温度, 加熱時の 暴露条件が異な っ ても
,

圧縮強度が高いほ ど小 さく, 圧縮強度との相関性が高い ｡
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第3 章 骨材の違い に よる高強度 コ ンクリ ー トの 力学的性質
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3 . 1 緒 言

高強度コ ンクリ ー トは, 第 2 章の 結果からもわかる よう に
, 強度が高い ほ ど火災時 に爆

裂が生じやす い ｡ また高温加熱時 における水 分移動が爆裂の発生に大きな影響 を与える こ

とが指摘され て い る【3 ･1】
｡ 材料面において は, 骨材の種類によ っ て爆裂性状 , 力学的性質が

異なり, 特に粗骨材の影響が大きい ことが指摘されて い る【3 ･2]
｡ また石灰岩や石英片岩を使

用 した高強度コ ンクリ ー トでは, 硬質砂岩や安山岩に比 べ て , 著しい爆裂を生じる こ とが

幸艮告されて い る【3 ･3]
｡ しか し石灰岩は, 広い範囲で使用されており, 高強度コ ンクリ

ー トに

も多く使用 されて い る ｡ こ の ためより多くの デ ー タの 収集が必要 と考えられ る ｡

一 方近年, 人工軽量骨材の更なる軽量化や マ トリ ッ クス 部分の 高強度化 に より, 密度 1 . 2

～

1 .6 g/ c m
3

, 圧縮強度 3 0 N / 皿 m
2
以上 と いう軽量 コ ンクリ ー トが開発 されて きて い る｡ 将来

的には高層建物の 施工 の効率化, 耐震性の 向上な どの 面から高強度 t
･ 軽量 コ ンクリ ー トが

採用される ようになる もの と推察 される｡ しか し,
こ の 1 .2 ～ 1 .6 g/ c m

3 の 軽量 コ ンクリ ー ト

が高温加熱を受 けた物性デ ー タは, あまり報告されて いない ｡

そ こで 本章で は, 高温加熱 ( 10 0 ～ 60 0 ℃) を受けた高強度コ ンクリ ー トの 力学的性状 に

及ぼす骨材の 違い の影 響を調 べ るため, 耐火性の 異なる硬質砂岩と石灰岩およ び軽量骨材

を粗骨材に使用 した高強度コ ンクリ ー ト ･

モ ルタル および軽量コ ンクリ ー トをとりあげ,

実験的に検討 ･ 考察 を行 っ た｡
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3 . 2 実験概要

3 . 2 . 1 使用材料

使用材料は , セ メ ント( C) として普通ボル トラ ンドセ メ ント, 粗骨材( q として 上磯町栽朗

産砕石 (石灰岩 G l) , 青梅産砕 石 (硬質砂岩 G 2) , 膨張頁岩に発泡材を混合し, 造粒,
.
焼

成した人工超軽量骨材 (S L G) , 細骨材(S) と して錦多峰産陸砂(S l)ご
~~木更津産陸砂(S 2) , 既

往の軽量 コ ンクリ ー ト 2 種に使用されて いる膨張頁岩の 人工軽量骨材 (L S) と膨張頁岩微

粉末にパ
ー

ライ ト微粉末および発泡材を混合 し, 造粒, 焼成した人工超軽量骨材 (S L S) を

使用 した｡ こ こ で 軽量骨材は
,

｢ 構造用軽量 コ ンクリ ー ト骨材 (JI S A 5 0 0 2) ｣ に示 される絶

乾密度に よる 区分に従い , 区分 M に属するもの を ｢ 軽量｣ , 区分 L に属す るもの を ｢ 超軽

量｣ と称した ｡ 各骨材の 品質を表- 3 . 1 に示す ｡ また混和剤は, ポリカルポン酸 エ
ー

テル系 と

架橋ポリマ ー の複合体を主成分とする高性能 A E 減水剤を使用 した ｡

表- 3 ユ ｣昏材の品質

記号 骨材の 種類
一密度 -

(g / c m
3
) -

二粗粒率
二 吸水率

団

Gl
義朗産砕石

( 石灰岩)
~ 2 . 7

■
1 6 . 7 3 0_ .

_
60 -

G 2
青梅産砕石

(硬質砂岩)
2 . 66 6 . 7 2 0 . 75

SL G
超軽量粗骨材

(膨張頁岩)
0 . 89

‡l
6 . 44 5 . 7

* 2

団 錦多峰産陸砂 2 . 73 2 . 67 1 . 56

S2 木更津産陸砂 2 . 59 2 . 70 2 . 1 0

LS
軽量細骨材

(膨張頁岩) ､

1 . 61
‡1

2 . 69 1 5 . 5

SL S
超軽量細骨材

( 膨張貢岩)

｢

0 . 85
*l

3 . 1 1 5 . 4
‡2

☆
1 : 絶乾密度を示す ｡ その 他は表乾密度を示す ｡

☆
2 : 絶乾状態から 3 0 分後の 含水率を示す｡
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3 .2 .2 実験の組合せ

実験の 組合せ は, 表･ 3 .2 に示す骨材の組合せ 5 水準, 加熱温度7 水準とした ｡ なお水セメ

ン ト比 ( 以下 W /C 比) は, す べ て 3 0 % とした｡

表- 3 . 2 実験条件

項 目 摘 要 水準数

骨材の組合せ

A 調合( G l + S l) ,
B 調合( G 2 +S 2) ,

5M 調合(S 2) ,
L 調合(S L G + L S) ,

S L 調合(S L G + S L S)

水セ メ ント比 3 0 % 1

加熱温度
2 0 ℃ ( 常温) ,

1 0 0 ℃
,
2 0 0 ℃

,
3 0 0 ℃

,
4 0 0 ℃

,

7
5 0 0 ℃

,
6 0 0 ℃

3 .
2

. 3 コ ンクリ ー トの 調合

各 コ ンクリ ー ト ･ モ ルタルの 調合条件は
, 目標ス ランプフ ロ ー 値 を A 調合 , L 調合, S L

調合 では 5 0 土5 c m , B 調合で は 6 0 土5 c m とした｡ また M 調合は,

′
B 調合の コ ンクリ ー トか

ら粗骨材を除いたモルタルであり, 高性能 A E 減水剤の使用量を調整して 目標モルタルフ ロ

ー

2 5 土5 c m とした｡ 目標空気量は, A 調合 , B 調合, M 調合で は 3 . 5 土1 . 0 % , L 調合, S L 調

合で は 4 . 5 土1 . 0 % と した｡ コ ンクリ ー ト ･ モ ルタルの各調合およびフ レ ッ シ ュ 性状を表 -3 .3

に示す ｡ S L G および S L S の軽量骨材は , 絶乾状態の もの を使用レ, 表･ 3 . 1 に示す 3 0 分後

の含水率 に相 当する水量を練り混ぜ時 に補正 した｡ なお表中の軽量骨材の 単位量は, 絶乾

質量を示す ｡ フ レ ッ シ ュ 性状は, 概ね 目標としたス ランプフ ロ ー

, モ ルタル フ ロ
ー

, 空気

量を有する コ ンクリ ー ト,
モルタルを得 る こ とがで きた ｡

表一3 .3 コ ンクリ ー トの調合

調 合
単位量 (k g/ m

3

) 混和剤

対セメント

( %)

スラげ フロ
ー

モルタルフロー

( c m X c m )

単位容

積質量

(k g 血
3

)

空気量

( %)W C S G

A

(S l + G l)
1 6 0 5 3 3 7 3 2 1 0 0 0 0 .7 5 % 4 9 .0 ×4 8 .5~ 2 4 0 2 3 .

1

B

(S 2 + G 2)
1 75 5 8 3 7 0 7 8 8 6 1 .1 % 6 4 .0 ×6 2 .0 2 2 9 7 3 . 8

M

(S 2)
26 7 8 9 0 10 8 0 0 0 .9 %

2 5 .0 ×

2 5 .0
*2

2 2 7 7 3 . 0

L

( L S + S L G )
175 5 8 3 4 09

り 3 0 0
■

ロ
0 .7 % 5 1 .0 ×5 1 .0 1 5 5 6 3 . 6

S L

(S I j + S L G)
1 7 5 5 8 3 2 2 6

●
1

289
■

ロ
0 . 69ち 5 4 .0 ×5 4 .0 1 2 6 4 3 .7

☆
1 : 絶乾乾燥状態の質量,

☆
2 : モ ルタル フ ロ

ー
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3 . 2 . 4 測定項 目と測定方法

主な測定項 目は, 表- 3 .4 に示すよう に加熱前後の外観観察, 質量変化, 圧縮強度, 動弾性

係数, ヤ ング係数 , 応力ひずみ曲線と した ｡ 各測定は, JIS および土木学会規準等 に準じて

実施した ｡ 外観観察は, 目視に よ っ た ｡ 動弾性係数は
,
縦振動の

一 次共鳴振動数から求め

た ｡ ヤ ング係数は,
コ ンプレ ッ ソ メ

ー

タを用い て 測定 した ｡ 供試体の寸法は,
コ ンクリ

ー

ト ･ モル タルとも に 1 0 0 ¢ ×2 0 0 m m と した｡ 供試体の本数は, 1 条件に対レて 3 本と した｡

コ ンクリ
ー トは, 容量 1 00 且 バ ン型強制練りミキサ を使用 し

, 各調合に つ いて 7 0 且ずつ

混練り した ｡ 供試体は, 打設後 2 0 土3 ℃ , 8 0 土5 % R H の恒温恒湿室で 湿潤養生 と した ｡ 翌日

封かん養生 と して実験開始材齢 9 1 日まで 2 0 土3 ℃
,

6 0 土5 % R H の恒温恒湿室で養生 した｡

加熱 は, プロ グラム調節器付き電気炉によ っ た ｡ 加熱速度は, 10d ℃ 他 に設定 した｡ 加

熱パ タ ー ンを国 - 3 . 1 に示す ｡ また計画加熱温度到達後は, 炉内温度を 2 4 時間保持 した｡ 降

温は , 炉内の フ ア ンを作動させ ながら自然冷却と し
, 炉内温度が 5 0 ℃以下 になるまで放置

した ｡ 強度試験は, 炉内温度が 5 0 ℃ 以下 にな っ た後, 供試体を取り出し, 常温下で実施し

た｡

表 . 3 .4 測定項目および測定方法

測定時期 種類 .
測定方法等

_

フ レ ッ シ ュ 時

ス ラン プ, ス ラ ンプフ 自 -

,

空気量, 単位容積質量,
コ ン

クリ ー■ト温度

各 JIS 等 による

加熱前後

外観観察 目頓による

動弾性係数 JI S A l 1 2 7 に よる

圧縮強度 JI S A l l O8 による

ヤング係数 J S C E . G 5 02 に よる

応力ひずみ 関係 コ ンプレ ッ ソメ ー

タによる

加
熱
温
度

加 熱 時 間

図･ 3 .
1 加熱パ タ ー

ン

- 3 4 -



3 . 3 , 実験結果お よび考察

3 .3 .1 外観観察

加熱後の供試体は, 全供試体とも爆裂を生じなか っ た ｡ 加熱温度3 0 0 ℃ まで は, 外観上 の

変化 を認められなか っ た ｡ しかし加熱温度 40 0 ℃以上に なると 0 .0 5 m m 程度の ひび割れが

供試体表面に目立ちはじめ, 加熱温度6 0 0 ℃で は供試体全面 にわたり亀甲状のひ び割れが生

じた｡ またひ び割れ幅も加熱温度が高くなるほど大きくなり, 加熱温度 6 0 0 ℃で は 0 .2 m m

を越えるもの も多数発生した ｡ 骨材の種類の違いお よびコ ンクリ ー トとモ ルタルの 違 いは,

特に認められなか っ た ｡

3 . 3 . 2 圧縮強度

加熱温度と圧縮強度の 関係を 国- 3 .
2 に示す ｡ また加熱温度と圧縮強度痍存比 ( 常温時の 圧

縮強度に対する各加熱痘度における圧縮強度の 比) の 関係を国･ 3 .3 に示す｡

1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0

加熱温度 ( ℃ )

図- 3 . 2 圧縮強度

(

N

≡
＼
≧

)

咄
ぜ
暖
出

]

一

壮
粟
咄
鮮
淀
出

0

ハ

U

O

6

4

ク
ー

0
0

6

4

0

0

0

1 0 0 2 0 0 30 0 4 0 0 5 0 0

加熱温度 ( ℃ )

図- 3 . 3 圧縮強度残存比
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普通骨材使用の 場合, 常温 で は, M 調合の強度が高く , A 調合と B 調合は, ほぼ同程度

の 強度を示した｡ しかし加熱後は, A 調合の場合, 加熱温度に 比例して強度低下が認められ,

常温時 72 .O N / m m
2
0) 圧縮強度が加熱温度6 0 0 ℃後では 1 5 .

4 N / m m
2
( 圧縮強度残存比で み る

と 0 .2 1) まで低下 した ｡

一 方 B 調合と M 調合は, 加熱温度2 0 0 ℃ にお いて若干の強度増加

が認められた｡ 加熱温度3 0 0 ℃ で常温時の強度と同程度となり, 加熱温度 3 0 0 ℃以上で は強

度低下が進んだ ｡ 加熱温度 6 0 0 ℃ における圧縮強度は, B 調合 3 0 .8 N / m m
2
( 圧縮強度残存

比 0
.
4 3) ,

M 調合 48 .4 N / m m
2 ( 圧縮強度残存比 0 .5 6) と A 調合 に比 べ かなり高い圧縮強度

残存比を示 した｡ この結果から, 細骨材の影響も含まれて い るもの の , 粗骨材に使用 した

石灰岩に比 べ て硬質砂岩の方が高温加熱後の 強度低下が小さく, 耐火性に優れて い る と推

定される ｡

一 方軽量骨材を使用した L 調合と S L 調合は, 加熱温度 10 0 ℃ では, 常温 と同程度または

若干低い圧縮強度を示し, 加熱温度 2 0 0 ℃ 以上 で は加熱温度の上昇 に伴い
, 直線的に強度低

下を示 した ｡ S L 調合の供試体の 圧縮強度は, L 調合の もの に比 べ 常温から加熱温度 60 0 ℃

まで 5 ～ 1 0 N / m
■

m
2
低 いが, その 差は加熱温度が高くなる ほど小 さくな っ た｡ 軽量骨材を使

用 した コ ンクリ ー トは, 高温時の 耐熱性に優れて い る と指摘されて い る【3 ･4】が, 本実験の 場

合 , 加熱温度 2 0 0 ～ 5 0 0 ℃ で は M 調合や B 調合に比 べ 圧縮強度残存比もかなり小さく, 加

熱温度 6 0 0 ℃ で や っ と B 調合と同程度の圧縮強度残存比 0 .4 を示 した｡ しか し, 軽量骨材

を使用 したコ ンクリ
ー トは, 普通骨材を使用 した場合に比 べ 加熱温度 4 0 0 ℃以上 における圧

縮強度の低下が小さく, 高温時の耐火性に優れて い る
一

面 を示 したと考えられる ｡

ヽ
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3 . 3 . 3 ヤ ング係数

加熱温度とヤン グ係数の 関係を図- 3 .4 に示す ｡ また加熱温度とヤン グ係数残存比( 常温時

の ヤ ング係数に対する各加熱温度にお けるヤン グ係数の 比) の関係を図- 3 .5 に示す ｡ 普通骨

材を使用 した場合, 常温時のヤング係数は, A 調合がやや大きく, 続いて M 調合, B 調合

の順 に小さな値を示 した｡ 加熱後のヤ ング係数は, 総て加熱温度が高くなる ほど低下し
,

圧縮強度よりも低下が大きい ｡ 特に A 調合は, 加熱温度 40 0 ℃ まで の ヤング係数の低下が

著しい ｡ こ の原因の 1 つ として は, 石灰岩と硬質砂岩の熱膨張率が加熱温度 40 0 ℃程度まで

は, 概ね 同じで ある ものの
, 冷却時の 収縮率が石灰岩の方が大きい ため, モ ルタル部分に

大きなダメ ー ジを与えたもの と推察する【3 ･5】, 【3 ･6】
｡

5
(

N

≡
＼
三

マ

≡

×

)

東
壁
も
∧

阜

]

一

位
班
痛
墜
も
∧

率

4

3

▲

フ
ー

0

0

0

▲

6

4

0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0

加熱温度 ( ℃ )

図 - 3 . 4 ヤ ング係数

1 00 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 0 0

加熱温度 ( ℃ )

図- 3 . 5 ヤング係数残存比

一

方 B 調合 と M 調合の ヤング係数は, 加熱温度2 0 0 ℃ から 4 00 ℃ におい て
,

M 供試体の

方が若干大きな値を示 して い るもの の
, 概ね 同様の ヤング係数の低下 を示した｡ また加熱

温度6 0 0 ℃ にお けるヤ ング係数は
,

3 調合ともほぼ同じ値を示しており, ヤ ング係数残存比

として 0 . 1 まで大きく低下した ｡

- 3 7 -



同様に軽量骨材を使用した コ ンクリ ー トの ヤング係数も , 加熱温度が高い はど低下 した｡

S L 調合のヤ ング係数は, 常温から加熱温度6 0 0 ℃まで L 調合よりも低いもの の
, ヤ ング係

数残存比で はほぼ同じ値を示 し た｡ また普通 骨材を用 いた コ ンク リ ー トに比 べ 加熱温度

3 0 0 ℃以上における低下は小さく, 加熱温度5 0 0 ℃以上で は A 調合や M 調合よりも大きな

ヤ ング係数残存比を示 した ｡ これ は, 普通骨材と軽量骨材の ヤ ング係数および熱膨張率の

相違が コ ンクリ ー トに影響したもの と推察す る ｡

3 .3 . 4 動弾性係数

ヤ ン グ係数と動弾性係数の関係を図 一3 .6 に示す｡ こ の結果から
,
加熱の 有無 , 加熱温度,

骨材の 種類に関わらずヤ ング係数と動弾性係数との相関性が高い (相 関係数 R = 0 . 9 8 4) こ

とがわか る ｡ こ の こ とから, 加熱後の 強度試験を行わなく ても, 動弾性係数を測定す る こ

とで ヤ ング係数の 推定がで きる ｡

5
(

N

≡
＼
≧

も
l

×

)

裔
堕
曇
汝

裔

4

1 2 3 4

ヤン グ係数 ( × 扉 N/ m m
2

)

図 - 3 .6 ヤ ング係数と動弾性係数

3 . 3 . 5 質量減少率

加熱温度と質量減少率 ( 加熱前後の質量差/ 加熱前の 供試体質量 , を百分率で示 したも

の) を図 ･ 3 .7 に示す｡ 加熱温度 2 00 ℃ までは全 シリ
ー

ズの コ ンクリ ー トとも急激に質量が減

少し, 2 0 0 ℃以上で はやや緩やかに減少した｡ 質量減少率の差は, 単位水量および骨材の 吸

水率の違 い による骨材中に含まれて いた水分量の差によると考えられる ｡

一 3 8 -



3 . 3 . 6 応力ひずみ関係

加熱温度と最大応力度におけるひずみ ( ∈ m a x) の 関係を図 一3 . 8 に示す｡ 普通骨材を用い

た場合, 各加熱温度における ∈ m a x は, M 調合が最も大きく, 続し､ て B 調合, A 調合の順

とな っ た｡ また各供試体とも加熱温度 10 0 ℃ 以上になる と E m a x も大きくなり, 特に加熱

温度 40 0 ℃以上 になる と,
∈ m a x が急増した ｡ また軽量骨材を用 いた場合, S L 調合は, L

調合 に比 べ 常温時 の ∈ m a x も大きく
,

, 加熱温度の上 昇に伴いひずみが増加 した ｡ 加熱温度

2 0 0 ℃ 以上で は, そ の 増加は小さくなる もの の 加熱温度6 0 0 ℃ まで 増加 した｡ 軽量骨材を用

い た場合の加熱温度による ∈ m a x の 変化は, 普通骨材を用いた場合と大きく異な っ た0 普

通骨材を用 いた場合で は, 常温から加熱温度 2 0 0 ℃ まで の E m a x の 増加は小 さ い けれども
,

加熱温度 2 0 0 ℃ 以上になると急激な ∈ m よⅩ の 増加を示 した ｡ こ れは, ヤング係数と同様に

骨材のヤ ング係数および熱膨張率の相違がコ ンクリ ー トに影響したものと推察す る ｡

0

0

(

?

≡

×

)

慧
∈

囚

6

4

2

0

図 - 3 . 8 加熱温度と ∈ m a x
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3 .3 .7 ヤ ング係数の推定

日本建築学会 ｢ 鉄筋コ ンクリ ー ト構造計算規準 ･ 同解説｣ に定めるヤ ング係数規準式 を

基 に
, 加熱温度の影響を考慮したヤ ング係数の推定式(3 .

1) , (3 .2) を提案する｡ 普通骨材の

場合には
,

1 9 99 年版 の規準式 , 軽量骨材の 場合 には
,
1 9 9 1 年版 の規準式に適用 した ｡ なお

式(3 . 1) , 式(3 .
2) に含まれる K (β" ま, 加熱温度補正 係数と称し

,
実験値より定めて い る ｡

( 普通骨材) E ∂ = K ( ∂) ×3 .3 5 ×1 0 4 ×( γ β/2 . 4)
2
×( け ∂/6 0)

1′3

( 軽量骨材) E ∂ = K ( ∂) ×2 . 1 ×1 0 4 ×( γ ∂/2 . 3)
1

･
5
×( ロ ∂/2 0)

1 /2

E O : 0 ℃加熱後の ヤング係数( N/ m m
2
)

γ β : ∂℃加熱後 の単位容積質量(t/ m
3
)

α ∂ : ∂℃加熱後 の圧縮強度(N / m m
2
)

K ( β) : ∂℃ にお ける加熱温度補正 係数

( K ( 0 ) = a X O + b a , b は実験定数)

… …

(3 . 1)

… …

(3 . 2)

ヤ ング係数の実験値 と推定値 の 比較を図 - 3 . 9 に示す ｡ 適切な加熱温度補正 係数を定める こ

とにより, 加熱後の 単位容積質量 と圧縮強度から加熱後 の ヤ ング係数を概ね推定で きる こ

とがわかる ｡

5
(

～

≡
＼
Z

ヾ

≡

×

)

東
壁
も
∧

辛

図_ 3 .9 ヤング係数の推定
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3 . 4 まとめ

高温加熱を受けた高強度コ ンクリ ー トの力学的性状 におよばす骨材の影響 に つ い て 実験

的 に検討を行 い
, 以下の こ とがわか っ た｡

(1) 加熱温度が高い ほ ど圧縮強度は低下する ｡ しかし骨材の種類によ っ て圧縮強度の 低下が

異なり , 6 00 ℃ 加熱後の圧縮強度残存比は
,

0 ･2 ～ 0 ･ 6 と大きく異なる ｡

(2) ヤング係数も圧縮強度と同様,
加熱温度が高い ほ ど低下する ｡ 6 0 0 ℃加熱後のヤ ング係

数残存比は, 0 .
1 ～ 0 .2 まで低下 し

, 軽量骨材を使用 したコ ンクリ
ー トの低下が大きい 0

(3) 粗骨材に石灰岩を使用 した高強度コ ンク t｣ - トに比 べ て粗骨材に硬質砂岩を使用 した

方が, 熱に対する 力学的性質の低下が小さ い ｡

(4) 軽量骨材を使用 した コ ンクリ
ー トは, 普通骨材を使用 した場合に比 べ

･
加熱温度 4 0 0 ℃

以上 における圧縮強度およびヤング係数の低下が小さ い ｡

(5) 軽量細骨材の相違は ･ 残存 比で 比較す る と圧縮強度･
ヤン グ係数に差を認められない ｡

(6) ヤング係数と動弾性係数と の 相関性は, 加熱の 有無･ 加熱温度, 骨材の 種類に関わらず

高い ｡

一 4 1 -
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4 . 1 緒 言

高温加熱を受けた高強度コ ンクリ
ー

トの力学的性質に 関する研究は
,

第 2 章および第3

章の実験の ように冷間試験に偏っ て おり, 熱間試験 に関するデ
ー

タは極めで少ない【4 ･ 1】
～

【4 ･3】
｡

これは, 熱間試験が冷間試験に比 べ
一 度に多くの実験結果を得る ことが で きな い こと

, 実

験が長期に渡る こ と, 載荷および加熱装置の 容量か ら供試体を大きくで きな い こと, ひず

み の測定が困難で ある こ とな ど多くの課題が ある ためと思われ る ｡ また 一 方, 火災時にお

ける高強度コ ンクリ ー トの爆裂性状 の改善に関する研究【叫 【4 ･
5】がなされて きており, 爆裂

の メカ ニ ズム の解明においても熱間試験におけるデ ー タの蓄積は重要で ある と考えられる ｡

本章で は, 熱間試験と して加熱温度 1 0 0 ～ 6 0 0 ℃ における高強度コ ンクリ ー トの力学的性

質 ( 圧縮強度, ヤ ング係数, 応力ひ ずみ曲線) に つ いて , 水セ メ ン ト比 , 加熱温度をパ ラ

メ
ー タと して , 実験的に検討 ･ 考察 した｡

4 . 2 実験概要

4 . 2 . 1 実験の組合せ

実験条件は
･ 表一 4

:
1 に示す水セメ ント比 5 水準 ( W /C = 2 0 % , 2 5 % ･ 3 0 % , 4 0 % , 5 0 %) ,

加熱温度 7 水準 (2 0 ℃ , 1 0 0 ℃ , 2 0 0 ℃
,

3 0 0 ℃ , 4 0 0 ℃ , 5 0 0 ℃ , 6 0 0 ℃) と した ｡ 加熱速

度は, 熱応力によ る コ ンクリ ー トの 損傷を避ける ため にで きる限りゆ っ くり加熱し, 供試

体の内外温度菱空でき
_
卑だけ小さくす る こ とが望ま しい ｡ こ の ため予め予備試験を行い 1

体の試験に要する時間 と爆裂を考慮して 2 .5 ℃/ m i n . の加熱速度とした｡ 供試体の 寸法は,

内部の温度勾配 の 低減と骨材の最大寸法(2 0 m m ) を考慮して ¢ 7 5 ×1 5 0 m m と した｡ 1 実験条

件あたりの 供試体の本数は, 常温時 3 体, 各加熱温度において 2 体と した｡

表- 4 . 1 実験条件

項 目 摘 要 水準数

水セ メ ン ト比 2 0 %
,

2 5 % , 3 0 % , 4 0 % , 5 0 % 5

加熱温度
2 0 ℃ ( 常温) ,

■
1 0 0 ℃ , 2 0 0 ℃

, 3 0 0 ℃
,

4 0 0 ℃ , 5 0 0 ℃
, 6 0 0 ℃

7

- 4 3 -



4 . 2 . 2 使用材料および調合

使用材料は
,

2 章と同様にセ メ ン ト(C) に普通ボル トラ ン ドセ メ ント, 細骨材(S) に木更津

産陸砂, 粗骨材( G) に青梅産砕石 ( 硬質砂岩) を使用 した ｡ 使用 した骨材の品質を表- 4 .2 に

示す｡ なお高温加熱を受ける コ ンクリ ー トの 力学的性質の変化は, 骨材の影響を無視で き

ないが , 今回の実験で は, F c 8 0 ⊥1 0 0 N / m m
2 を確保で き, 都心部の 工事で もよく使用され

て い る硬質砂岩骨材を使用した｡ 混和剤は
,
W /C = 2 0 % ～ 4 0 % にポリカルポン酸系高性能 A虫

減水剤(S P) , W /C = 5 0 % にリグニ ンスルホ ン酸化合物およびポリオ ⊥
ル複合体の A E 減水剤

を使用 した｡

コ ンク7) - トの 調合は, W /C = 2 0 % と 2 5 % で は単位水量 1 6 0 k g/ m
3

, W /C = 3 0 % ～ 5 0 % では

単位水量 1 70 k g/ m
3 として 定めた ｡ また コ ンクリ ー トの フ レ ッ シ ュ 性状は , 目標ス ラ ンプフ

ロ ー 値 を W /C = 2 0 % ～ 3 0 % で は 6 0 土1 0 c m , W /C = 4 0 % で は 5 0j =1 0 c m と した｡ また W /C = 5 0 %

は目標ス ラ ンプを 18 土2 .5 c m と した ｡ 目標 空気量 は , W /C = 2 0
～

3 0 % で は 2 .5 士1 . 0 % ,

W / C = 4 0 % と 5 0 % で は 4 .0 土1 .0 % とした｡ コ ンクリ
ー

トの調合を表- 4 .3 に示す ｡

表- 4 .2 骨材の 品質

記号 骨材の種類
表乾密度

(g /c I n
3
)

粗粒率
吸水率

( %)

S
木更津産

陸砂
2

. 6 0 2 . 4 6 1 . 6 7

G 青梅産砕石 2 .6 5 6 . 6 6 0 .7 0

表 - 4 . 3 コ ンクリ
ー

トの調合

記号
W ノC

'

(%)

･ 単位量 匝g/ m
3
)

W C S G
S P

(C X ) %

N 2 0 2 0 1 6 0 8 0 0 6 2 4 8 5 0 3 . 0.
N 2 5 2 5 1 6 0 6 4 0 6 7 9 9 2 8 2 . 1

N 3 0 3 0 1 7 0 5 6 7 7 3 1 9 1 2 1 . 5

N 4 0 4 0 1 7 0 4 2 5 7 7 7 9 7 0 1 .0

N 5 0 5 0 1 7 0 3 4 0 7 9 8 9 9 3 0 . 2 5
*

･

* 印の み A E 減水剤使用 ｡
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4 .2 .3 供試体の 製作および養生方法

コ ンクリ ー トは, 容量 1 00 且 バ ン型強制練りミキサを用 い て , 各調合 とも 7 0 且ずつ練混

ぜ
, 供試体を製作 した｡ 打設後の 供試体は,

2 0 土3 ℃ , 8 0 土5 % R H の恒温恒湿室で 湿潤養生

と し, 翌 日封かんした後, 実験時 (材齢 1 年 ～

1 . 5 年) まで 2 0 土3 ℃ , 6 0 土5 % R H の 恒温恒

湿室で養生 した ｡

4 .2 . 4 加熱載荷試験機

供試体の加熱および載荷は, 図一4 .1 , 図 - 4 . 2 および写真･ 4 .1 に示す試験機を使用 した｡ こ

の 試験機は, 加カフ レ
ー

ム に緩衝装置 ,
ロ ー ドセ ル (許容 10 0 0k N)

, 球座, 載荷板およ び

電気炉を設置 し, 構成した｡ また試験機の 仕様は, 加力, ひずみ 測定
,

加熱な どの 精度を

向上 させ るため, 設計 ･ 試作および予備試験【4 ･3】を繰り返 して決定した ｡ 加熱部の 電気炉の

仕様を表- 4 . 4 に示す ｡ 加熱温度の調整は, 供試体の表面温度が目標の 加熱温度となるように

電気炉の ヒ
ー

タ ー 設定温度を調節した ｡ こ の ため事前にキャ リブレ
ー

シ ョ ンを行い , 目標

の加熱温度 とヒ ー タ ー 設定温度の 関係を求めた ｡ キ ャリブレ
ー

シ ョ ンの
一

例 を図- 4 .3 に示す｡

図- 4 .1 加熱載荷試験機
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図 - 4 . 2 加熱載荷部分

表･ 4
.
4 電気炉の 仕様

写真 - 4 . 1 電気炉

項 目 摘 要

電 源 単相 20 0 V ･ 2 . 5 K W

外 寸 ¢ 3 0 0 ×3 0 0 m m

内 寸 ¢ 1 4 0 ×3 0 0 m m

発熱部 中央 20 0 m m

最高温度 8 00 ℃

(

p
)

喝

0 1 2 3 4 5 6

加熱時間 ( h o 】｢ )

図･ 4
.
3 キ ャ リブレ

ー

シ ョ ン
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この結果 , 加熱温度の調整は
, 表- 4 . 5 に示すよう にヒ

ー タ ー 設定温度を供試体の 目標加熱

温度よ り も約 5 0 ～ 1 5 0 ℃ 高くする こ とにより対応 で きる こ と を確認 した ｡ また加熱速度

2 .5 ℃/ m i n . で の 供試体の 表層部温度と中心部温度の差は, 目標加熱温度6 0 0 ℃ の場合で最大

45 ℃とな っ た｡ しかし, この表層部と中心部の温度差も電気炉の設定温度が最高温度に到

達後, 2 時間以内で 5 ℃未満とな っ た｡ 以上の結果 に基づき, 載荷は, 供試体内部の温度勾

配の影響が無視で きる と考えられる供試体表面温度と中心温度との差が 5 ℃未満となる約 4

～ 8 時間後に行 っ た｡ また供試体の加熱は, 無載荷状態で行い , 載荷試験まで に熱膨張の影

響で供試体に荷重がかかる ことの ないよう にした｡ なお加熱載荷は, 全供試体に つ いて表

面温度の測定を行っ て おり
, 目標加熱温度に対して ±2 ℃ の範囲に な っ て いる ことを確認し

た後 , 実施 した｡

表- 4 . 5 目標加熱温度に対する電気炉設定温度

加熱温度(℃)
加熱速度 : 2 . 5 ℃/ m i n

.

設定温度 (℃) 加熱時間 m r)

2 0 0

1 0 0 ･ 1 5~0 4

2 0 0 2 8 0 5

3 0 0 4 0 0 5

4 0 0 5 2 0 5

5 0 0 6 3 0 6

6 0 0 7 5 0 8

4 . 2 . 5 測定項 目と測定方法

主な測定項目は, 圧縮強度, ヤ ング係数, 応力
ー

ひずみ曲線と した｡ ヤ ング係数は
,

一

般的には最大荷重 の 1/3 における割線弾性係数とす る場合が多いが, 本実験で は
, 最大荷重

の 1/3 にお ける接線弾性係数とした｡ これは
, 載荷開始時における遊びの ため変位が大きく

なる こ と と, 最大荷重 の 1/3 近傍における応力
ー

ひずみ 関係が概ね線形で あるため割線弾性

係数を採用 した｡ 実験は, コ ンクリ
ー トの 水和反応が十分に進行 した と考えられ る材齢 1

年 ～ 1 .5 年の 間で実施した｡ 荷重 は
, 許容量 1 00 0 k N の ロ

ー

ドセル を介して測定した｡ 熱間

試験で は
, 直接供試体の ひずみ を測定する ことが困難である ｡ こ の たゆコ ンクリ

ー トの ひ

ずみ は, 前述 の 図 一4 .2 に示すように供試体の 上下の載荷板に, 石英ガラス管と等方性耐熱絶

縁材料 ( ガ ラス とセ ラミ ックの コ ンポジ ッ ト, 熱伝導率 : 0 .0 1 7 J/ c m
･

S e C .

･ ℃) を介し高

感度型変位計 ( 感度 : 2 00 0 ×1 0
･ 6
/ m m ) 2 台より変位を測定の うえ算定した｡ なお常温供試

体で実施した本測定方法と コ ンプレ ッ ソ メ
ー タに よる測定値との応力ひずみ曲線の 比較を

図 - 4 . 4 に示す ｡

本測定声法によるひ ずみは, 低応力時にお い て コ ンプレ ッ ソ メ
ー

タ による測定値に比 べ

1 0 0 ～ 3 0 0 〟程度大きくなる ｡ しか し低応力時を除けば, こ の 2 つ の 方法により測定したひ

ずみ の増加傾向は概ね 一 致しており , ヤ ング係数も 0 . 1
～

0 .
2 ×1 0

4
N / m m

2 の差に収ま っ た ｡
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よ っ て本測定方法は, ヤ ング係数の測定, 概略の応力ひずみ関係の把握におい ては, 十分

適用で きる と判断した ｡ 石英ガラス 管は, 熱が変位計に伝わ らない よう に管内もセ ラミ ッ

ク フ ァイ バ
ー

で 断熱した ｡ 本試験は, 各設定温度に加熱した状態で の定常温度載荷試験の

ため
, 載荷板, 石英ガラス管および等方性耐熱絶縁材料等の加熱に よる熱ひずみ の影響は

特に考慮して いない ｡

6 0

4 0

2 0

(

N

≡
＼
≡

)

玉

哩

5 0 0 1 0 0 0 1 5 0 0 2 0 0 0 2 5 0 0 3 0 0 0

ひずみ ( × 1 0
● 3
)

図･ 4 .4 ひ ずみ測定方法の比較

4 . 2 . 6 コ ンクリ ー トの性状

使用 したコ ンクリ
ー

トの フ レ ッ シ ュ 性状を表- 4 . 6 に示す｡ フ レ ッ シ ュ 性状は, 目標とした

ス ラ ンプフ ロ
ー

,
ス ランプおよび空気量を有する コ ンクリ ー トを概ね得る こ とがで きた｡

表- 4 . 6 フ レ ッ シ ュ 性状

記号
スラげ フロー 空気量 単位容積質量 コンクリート温度

(c m ) (% ) (k g/ m
3
) (℃)

N 2 0 6 5 .0 ×6 7 . 0 2 . 1 2 45 2 2 5 .0

N 2 5 6 5 .0 ×6 5 . 0 1 . 7 2 4 4 9 2 4
.0

N 3 0 6 4 . 0 × 62 .0 1 . 7 2 4 3 4 2 3 .0

N 3 5 5 9 . 5 ×58 .0 3 . 5 2 3 5 5 2 0 .0

N 4 0 4 6 . 0 ×49 .0 3 . 8 2 2 8 8
■ 2 1 . 0

N 5 0 18 .5
☆

4 .8 2 2 7 8 2 1
, 0

* : ス ラ ンプ
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4 . 3 実験結果および考察

4 .3 . 1 圧縮強度

各供試体は, 加熱中に 1 体も爆裂を生じなか っ た｡ 低水セメ ン ト比の場合, 加熱速度が

遅い場合でも
,

加熱時 に爆裂が生じやすくなる ｡ 今回の実験におい て , N 2 0 ( W /C = 2 0 % の

コ ンクリ ー トか ら採取 した供試体, 以下同様) で も爆裂しない要因 と して は, ①供試体寸

法が小さい ため, 内外温度差が小さ い ｡ ②養生期間が長い ( 1 年以上) ため, 供試体内の

自由水が少ない ｡ などが考えられる ｡

セ メ ン ト水比 と圧縮強度との関係を図 ･ 4 . 5 に示す｡ 常温だけで なく高温加熱状態において

も
,

セ メ ン ト水比と圧縮強度とは, 概ね比例関係を示 し, セメ ン ト水比の大きい もの ( 水

セ メ ン ト比の小さいもの) ほど高い 圧縮強度を示 した｡

加熱温度と圧縮強度の 関係を図 - 4 . 6 に示す ｡ 各加熱温度における圧縮強度は, 水セ メン ト

(

2 3 4 5

セメント水比

国- 4 .5 セ メ ン ト水比と圧縮強度
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)
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図- 4 .6 加熱温度と圧縮強度

- 4 9
′

-



比の低い方が大きな値を示した｡ また圧縮強度は, 水セ メ ン ト比 の違 い によらず, 常温時

に比 べ 加熱温度1 0 0 ℃ , 2 0 0 ℃に おいて強度低下が生じ, 加熱温度3 0 0 ℃ でやや回復し, 加

熱温度4 0 0 ℃以上で は低下した｡ このように複雑な強度変化は, 既往の 熱間試験結尭【4 ･1】, 【4 ･2】

とほぼ同様の傾向を示した ｡ 加熱温度 10 0 ℃, 2 0 0 ℃ における強度低下の原因は, 加熱温度

10 0 ℃以上において骨材が膨張す るの に対してセメ ント水和物が収縮するため,
コ ンクリ ー

ト内部に微細ひび割れが生じ強度 を低下させ たも の と推察され る ｡ また加熱琴度 3 00 ℃,

40 0 ℃ にお ける強度回復は, N 2 0 や N 2 5 など低水セ メ ン ト比の コ ンクリ ー トにおいて大き

い ことから未水和セ メ ン トの 水和や文献[4 .2] で論 じられて いる ように水分の蒸発に よるセ

メ ントゲル の 強度上昇 などが 一 時的に強度回復に寄与したもの と推察する ｡ さらに加熱温

度 40 0 ℃ 以上 にお ける強度低下 は, 文献[4 .6] で指摘して い るように
, ボル トラ ングイ トの 分

解, 骨材との 付着力の低下 によりコ ンクリ
ー

ト強度が低下 したもの と考えられ る｡

1

加熱温度と圧縮強度残存比 ( 常温時 の庄縮強度に対す る熱間試験時の圧縮強度の 割合)

の 関係を 臥 4 . 7 に示す｡ 圧縮強度残存比で比較した場合で も, 概ね水セ メ ン ト比の 小 さいカ

が大きな値を示した｡ しかし N 2 0 , N 2 5 および N 3 0 の低水セメン ト比の コ ンクリ ー トは,

加熱温度4 0 0 ℃ を超える と低下が大 きくなり, 加熱温度6 0 0 ℃で は, N 4 0 , N 5 0 と同様, 常

温時の 5 0 % 程度の 残存比を示 した ｡

当
壮
ぜ
噸
ぜ
妾
出

6

4

2

0

0

0

0
0 1 0 0 2 0 0 3 0 0 4 0 0 5 0 0 6 00 7 0 0

加熱温度 ( ℃ )

図･ 4 . 7 加熱温度と圧縮強度残存比
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4 .3 .2 ヤング係数

加熱温度とヤ ング係数の 関係を図- 4 .8 に示す ｡ ヤ ング係数は
, 加熱温度が高くなる ほど低

下し, 水セメ ン ト比の 小さい ものが概ね大きな値を示した ｡ 加熱温度とヤ ング係数残存比

(常温時のヤング係数に対する熱間試験時での ヤング係数の割合) の 関係を図- 4
.9 に示す｡

ヤン グ係数残存比は, 常温から加熱温度3 0 0 ℃ まで の低下が小さく, 加熱温度3 0 0 ℃以上 に

おける低下が大きくな っ た ｡ またヤ ング係数残存比は, 加熱温度 6 0 0 ℃で も常温時の 3 5 %

～ 5 5 % を確保して おり, 概ね低水セメ ント比の方が大きい ｡
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函･ 4 .8 加熱温度とヤ ング係数
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図- 4
. 9 加熱温度とヤング係数残存比
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4 .3 .3 応力ひ ずみ曲線

応力ひずみ曲線の
一

部を図 - 4 . 1 0 ～ 図 - 4 .1 2 に示す ｡ 図中の応 力ひずみ曲線は
, 供試体に

5 0 0 N ( 応力と して 約 0 .
1 1 N / m m

2
) の荷重がかか っ た時点からの 値を示して おり, 低応力時

における ひずみ の補正 は特に行 っ て い ない ｡ また各加熱温度 において 2 供試体の 内, 圧縮

強度の高い供試体の結果を示 して い る｡ 各調合の ひずみは, 加熱温度3 0 0 ℃ を超える と急激

に大きくなり, 特に低水セ メ ン ト比ほど高温時 にお けるひずみ の増加が大きい ことがわか

っ た ｡

(

N

≡
＼
≡

)

只

哩

0

0

0

ク
ー

0

8

1

1

0

0
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4

1 2 3 4 5 6

ひずみ ( × 1 0
~ 3
)

図- 4 . 1 0 応力ひずみ曲線( N 2 0)

1 2 3 4 5 6

ひずみ ( × 1 0
~ 3
)

図- 4 . 1 1 応力ひずみ曲綽(N 3 0)
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)
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馬

喰

0 1 2 3 4 5 6 7

ひ ずみ ( × 1 0
~ 3
)

国 ･ 4 .
1 2 応力ひずみ 曲線 (N 5 0)

加熱温度と最大応力度におけるひずみ ( 以下 ∈ m a x) の関係を臥 4 . 1 3 に示す ｡ e m a X は,

各加熱条件にお いて , 2 供試体の平均値と して 示 して い る ｡ こ の 結果から同 一 加熱温度で

は, 概ね低水セ メ ント比の方が ∈ I n a X が大きくな っ た ｡ また ∈I n a X は, 加熱温度 3 0 0 ℃ ま

で は, 常温時とほとんど変わらないが, 圧縮強度の 低減する加熱温度 40 0 ℃ 以上で は急激な

増加が認められた｡
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図. 4 . 1 3 加熱温度と ∈ m a x
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4 . 4 熟間試験と冷間試験との比較

4 .4 . 1 圧縮強度残存比 の比較

本熱間試験と第2 章で実施 した冷間試験における圧縮強度残存比の比較を匡ト4 .1 4 に示す｡

こ の結果 によれば , 加熱温度 1 0 0 ℃および 2 0 0 ℃ で は冷間試験の圧縮強度残存比が高く, 加

熱温度4 00 ℃以上 にお い て は, 逆 に熱間試験の値が大 きくなる こ とがわかる ｡ 熱間試験の 加

熱温度1 0 0 ℃ および 2 00 ℃ における強度低下は
,

4
. 3 . 1 に示 した理由の他,

コ ンクリ
ー ト中

の水分移動が大きく影響して い るものと考えられる ｡

熱間試験の結果 は, 加熱温度 1 0 0 ℃および 2 00 ℃ にお いて , 冷間試験 の 結果よりも圧縮強

度残存比が 0 . 1 ～ 0 . 2 低いもの の, 圧縮強度残存比と して 0 .7 ～ 0 . 9 残存して おり, 著しい強

度劣イヒまで に至 っ て い ない ｡ こ のため便宜上 , 冷間試験の 結果 に基づいて 火災後だけで な

く火災時の コ ンクリ
ー ト部材の 力学的性状を評価したと して も, 危険側の評価に はならな

い と考えられる ｡
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国- 4 . 1 4 加熱温度と圧縮強度残存比

(熟間試験と冷間試験の比較)
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4 . 4 . 2 ヤング係数残存比の 比較

圧縮強度残存比と同様に熱間試験と冷間試験におけるヤ ング係数残存比の比較を図 - 4 .1 5

に示す｡ この 2 つ の試験方法による結果は, 大きく相違しており, 加熱温度2 0 0 ℃以上 では,

熱間試験のヤ ング係数比が冷間試験の結果に比 べ 0 .2 ～ 0 .4 程度大きな値を示 した｡ こ の 相

違は , 加熱時間 ( 熱間試験4 ～ 8 時間に対して
, 冷間試験 25 時間 ～ 3 0 時間) の長さの違い

による含水率の違い による もの と考えられる ｡

]
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加熱温度 ( ℃ )

図- 4 . 1 5 加熱温度とヤ ング係数残存比

(熟間試験と冷間試験の比較)

火災時および火災後の コ ンクリ ー ト部材の健全性 を評価する際に は, 本来はそれぞれ熱

間試験, 冷間試験の結果 に基づ い て 評価する とよい ｡ しかし熱間試験 の デ ー タは,
4 . 1

で述 べ たように極めて 少なく, 今後 の デ ー タの 蓄積も困難で ある こ とが予想される ｡ また

上記 の結果 から, 火災後だけで なく , 火災時の コ ンクリ ー ト部材の 評価 におい て 冷間試験

の 値 を用いて も概ね安全側 に評価で きる もの と考えられる ｡ 以上 の こ とを考慮す る と今後

は, まず冷間試験の デ ー タを充実させて 行くの が望ましいと考えられる ｡

- 5 5 -



4 . 5 まと め

熱間試験による加熱温度 10 0 ℃ ～ 6 0 0 ℃ における高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質 (圧縮

強度, ヤ ング係数, 応力ひずみ 曲線) に つ い て
,

水セ メ ン ト比 , 加熱温度をパ ラメ
ー

タと

して , 実験的に検討した ｡ その 結果, 以下の こ とがわか っ た｡

(1) 熱間試験による圧縮強度は, 加熱温度 1 0 0 ℃ ～ 2 0 0 ℃ で低下し, 加熱温度3 0 0 ℃ ～ 4 00 ℃

で若干 回復し, 加熱温度4 0 0 ℃以上 では再び低下とい う複雑な強度変化を示す｡

(2) 圧縮強度残存比 は, 加熱温度 6 0 0 ℃で も水セ メ ン ト比 によらず常温時の 約 5 0 % を確保

できる ｡

(3) 熱間試験に よるヤン グ係数は , 加熱温度が高いほど低下す る ｡ またこの ヤン グ係数は,

低水セ メ ン ト比の方が大きい ｡

(4) 6 0 0 ℃加熱後の ヤン グ係数残存比は, 常温時の 3 5 % ～ 5 5 % を確保で きる ｡

(5) 最大応力度におけるひずみは, 加熱温度 30 0 ℃ を超えると急激に大きくなる ｡ また低水

セ メ ント比ほ ど高温時 にお けるひずみ の 増加が大きい ｡
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第5 章 高温加熱を受けた高強度 コ ンクリ ー トの圧縮強度の推定

5 ･ 1 緒 亨
5 . 2 セメ ン ト水比説に準 じた圧 縮強度の 推定

5 . 3 細孔構造に着自した圧縮強度の推定

5 . 3 . 1 強度推定式

5 . 3 . 2 細孔径分布

5 . 3 . 3 空隙率

5 . 3 . 4 圧 縮強度

5 . 4 まとめ



5 . 1 緒 言

高強度コ ンクリ ー トを使用
､
した R C 造の火災時の健全性を評価する方法として は, 柱部材

による載荷加熱実験【5 ･1】▼ 【5 ･2 や 熱伝導解析解析に よる部材耐力の推定な どが ある ｡ 実大部材

レ ベ ルの実験は, 設備面, コ ス ト面な どから実施が困難で あるため, 小型試験体による載

荷加熱試験や温度測定結果 に基 づいた解析が主流となりつ つ ある ｡ 解析にお いて は, 材料

レ ベ ル の 高温加熱を受けた コ ンクリ ー トの力学的性質の 把握およびモデル化が , 解析精度

の 向上を図る 上で 極めて重要となる ｡ しかし高温加熱下 の 高強度コ ンクリ ー トの 力学的性

質に 関して は, 最近筆者らをはじめ として幾つ か発表されて きて い るもの の
,

まだデ
ー タ

数が少ない【5 ･3 卜【5 ･6】
｡ なお高温加熱下の 高強度コ ンクリ ー トに着目 した力学モデルの 研究は

,

極めて少ない といえる【5 ･7】
～

【5 ･9】
｡

本章で は, 高温加熱を受 けた高強度コ ンクリ ー トの 圧縮強度を加熱温度をパ ラ メ
ー

タと

して , 次の 2 通りの 方法で推定 し, 検討を加える ｡

①常温時 の セ メ ン ト水比と圧縮強度の 関係を元 に , 加熱温度 をパ ラ メ
ー タと して高温加

熱後の 圧縮強度を推定す る｡

②R y s h k e w it c h の式【5 ･
10] を ベ ー ス に

, 加熱温度と コ ンクリ ー トの セ メ ント水和物中の 空隙

率および圧縮額度の 関係を結びつ ける｡

なお以下の 推定は, 2 章の冷間試験で得られた W /C = 2 5 ～ 5 0 % の デ
ー

タに基づ いて行 っ た ｡

5 . 2 セメ ン ト水比説 に準じた圧縮強度の推定

加熱開始材齢2 8 日 ( 以下加熱 2 8 D) の各加熱温度におけるセ メ ント水比と圧縮強度の関

係を図- 5 . 1 に示す｡ Ⅰ. 匝s e が提案 したセ メ ント水比説は, コ ンクリ
ー トの 圧縮強度式 と し

て有名で あるが, 国 - 5 . 1 より常温 だけでなく高温加熱 を受 けたコ ンクリ
ー

トにおいて もセ メ

ン ト水比 と圧縮強度は線形関係にある ことがわかる ｡ 各調合における加熱温度と圧縮強度

の 関係を図･ 5 . 2 に示す ｡ この 図には, 加熱 2 8 D と加熱 9 1 D (加熱開始材齢 9 1 日) の結果

を併せ て示 した｡ 常温時の圧縮強度は加熱9 1 D の方が高い 値を示 して い るが , 加熱後は,

同程度または加熱 9 1 D の方が低い値 を示 して い る ｡ また高温加熱後の圧縮強度 は, 加熱温

度を変数とする 二 次式として 概ね近似できる ｡ 加熱温度と圧縮強度残存比 (2 0 ℃ の 圧縮強

度に対する各加熱温度にお ける圧縮強度の比) の 関係を図- 5 .3 に示す｡ 圧縮強度残存比 に つ

いて も以下 に示す二次式として 概ね代表することがで きる ｡

F r( ∂) = 1 .0 2 + 3 . 7 5 ×1 0
~4 ∂ - 2 .4 4 ×1 0

~6
β

2

F r( ∂) : 加熱温度∂℃ の 圧縮強度残存比,
β : 加熱温度(℃)
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この結果 , 常温時の 圧縮強度または圧縮強度式が既知で あれば
,

この(5 . 1)式を用いて 各

加熱温度にお ける圧縮強度が推定可能となる ｡ 本実験 の範囲で は , 下記に示す常温時の セ

メ ント水比で得られる圧縮強度と(5 . 1) 式 との積により各加熱温度における圧縮強度が推定

で きる ｡

F( ∂) = F r( ∂) ×〈- 2 1 . 9 + 2 8 .8 ×(C/ W )‡

F( ∂) : 加熱温度∂℃ の圧縮強度(N / m m
2
) ,

C ハⅤ: セメ ン ト水比

… …

(5 . 2)

(5 . 1)式と(5 .
2)式か ら求めた計算値と実験値の関係を図- 5 .4 に示す｡ この図に は

, 加熱開

始材齢9 1 日の結果も併せ て示した ｡ 材齢 2 8 日における常温時の セメ ント水比 と圧縮強度

の相関式をも とに加熱温度をパ ラ メ
ー タ と して 加熱後 の圧縮強度を推定で きる こ とがわか

っ た｡ また加熱 9 1 D の 圧縮強度に つ い て も材齢 2 8 日の強度式から推定で きる こ とがわか

っ た｡
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図- 5 .4 圧縮強度の 計算値と実験値の比較
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5 . 3 細孔構造 に着目 した圧縮強度の推定

5 . 3 . 1 強度推定式

細孔構造に着目した圧縮強度の推定式として は, 空隙率に基づい た R y s 坤e w it c h の 式【5 ･10]
,

空隙率と粒径の影響を加味した K u n d s e n の式【5 ･11]
,

これを修正 した P a s s m o r e の 式【5 ･12】
,

J a m b o r の式【5 ･
13】

, 吉野らの式【5 ･
14】な ど幾つ か の報告がなされて い る｡ しかし, 今まで高温加

熱を受けた コ ンクリ ー トに拡張 し, 適用 した例 は少ない【5 ･9】
｡ こ こで は, 空隙率によ る強度

推定式として広く用い られて い る R y s h k e w it ch の式 を元 に検討 した ｡

F = F o
x e x p( ･ bV)

F : 多孔体の圧縮強度 ,

F ｡ : 空隙率が 0 の時の 圧縮強度 ,

Ⅴ : 空隙率,
b : 定数

… …

(5 .3)

高温加熱を受けた コ ンクリ ー

トの 圧縮強度 は, 空 隙量 の 増加に よる モルタル ペ ー

ス ト部

分の劣化 と骨材周囲 に発生する マイク ロ クラ ッ クの 発生が強度の 低下に影響す る と考えら

れるが, こ こ で は, モ ルタル ペ ー

ス ト部の 空隙率の 増加が圧縮強度の 低下 として どこまで

対応で きるかを検討した ｡

5 3 . 2 細孔径分布

各調合における細孔半径と細孔量の 分布の 結果 を図- 5 .5 ～ 図 - 5 .8 に示す ｡ 細孔量は
, 常温

から加熱温度 2 0 0 ℃ まで は, 細孔半径 0 .0 1 ～ ■

0 .0 2 〝 m 程度の ものが増加する ｡ しか し加熱

温度 30 0 ℃ になる と急激に 0
. 0 2 ～

0 .0 4 〟 m 程度の細孔半径の もの が多くなり, 細孔半径0 . 0 1

～ 0 .0 2 ′上 m が減少する ｡ そ の 後加熱温度の 上昇 に伴い
, 細孔径の大きい もの に分布が移動

す る ことがわかる ｡ 特に W /C = 5 0 % で は, 加熱温度 の上昇 に伴い , 0 . 1 ～ 1 .0 〝 m の細孔径の

空隙が多くなる こ とが認められ る? 加熱温度 30 0 ℃ における細孔径および細孔量の増加は,

第 2 章で述 べ たように脱水作用 の影響によるもの と考えられ る ｡ また加熱温度 5 0 0 ～ 6 0 0 ℃

における細孔量 の増大は, ボル トラ ングイ ト[C a(0 Ⅲ) 2】の 崩壊が 占めて いる もの と推察 され

る
｡
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5 . 3 . 3 空隙率

総細孔量 は
,

水銀圧入試験で測定される
一 般的な指標で ある｡ しかし

, 試料を コ ンクリ

ー トから採取する場合, 総細孔量は, 骨材を含む試料全体に対する空隙量となる ｡ こ の た

め, 試料中の 骨材量 によ っ て総細孔量 は左右され る ｡ よ っ て本論文で は, 水 銀圧入試験に

よ っ て測 定され る総細孔量をセ メ ン ト水和物に対する空隙率として換算 して い る ｡ この場

合試料中の骨材の 空隙は
, 総て セ メ ン ト水和物に含まれる ことになる｡

水セメ ン ト比と空隙率の 関係を図- 5 . 9 に示す ｡ 空隙率は, 水セメ ント比が大きいもの ほ ど

大 きく, 加熱温度が高いほど大 きくなる ｡ また空隙率は, 常温だけでなく
, 各加熱温度を

受けた後の 試料で も水セメ ント比と比例 関係にある こ とがわか っ た｡ 次に加熱温度 と空隙

率の 関係を図･ 5 . 1 0 に示す｡ 図 ･ 5 . 1 0 には加熱 2 8 D の結果 と加熱9 1 D の 結果 を併せて示 して

いるが
, 共 に加熱温度 に比例して空隙率が増加して い る こ とがわ かる ｡ また常温か ら加熱

温度 2 0 0 ℃まで は, 加熱 2 8 D の空隙率が加熱 9 1 D よりも大きく, 加熱温度 3 0 0 ℃ 以上 では

逆 に加熱9 1 D の 方が大きくな っ て いる ｡ これは
, 加熱 9 1 D の試料の方が水和が進んでおり,

常温時 において は空隙率が低くな っ て い る ｡ しかし加熱温度が高くなる と, 加熱 9 1 D の試

料の方が水和 の 進んで い るためボル トラ ングイ トの分解が多くな っ たこと によるもの と推

察で きる ｡
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図･ 5 . 9 水セ メ ン ト比と空隙率

櫛
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図 - 5 . 1 0 加熱温度と空隙率

5 . 3 .4 圧縮強度

空隙率と圧縮強度の 関係を図- 5 . 1 1 に示す ｡ 図- 5 . 1 1 に は, 加熱 2 8 D と加熱 9 1 D の 結果を

併 せて示 して いるが , 差が小 さい こ とがわかる ｡ よ っ て 加熱 2 8 D の結果 と加熱 9 1 D の 結果

を同等 に扱 っ て も良い もの と判断した｡ また圧縮強度は
,

空隙率によ っ て概ね(5 . 3) 式とし

て表すことがで き, 実験式として(5 .4) 式のように表すことがセきる ｡

F = 3 01 e x p( ･ 6 .0 1 V)

F : 圧縮強度(N / m m
2
) , Ⅴ : 空隙率
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また図- 5 . 1 1 の デ ー タ に つ いて各温度別に整理したもの を図 - 5 . 1 2 に示す｡ 各加熱温度にお

ける空隙率と圧縮強度の 関係を(5 .3) 式 に当て はめて み ると, 加熱温度6 0 0 ℃の場合を除けば,

高い相関性を得て い る ｡

常温時 の 空隙率に対する加熱後の 空隙率の値を空隙比と称して , 加熱温度との 関係を求

める と図- 5 . 1 3 に示すように, (5 . 5) 式として定める ことができる ｡ この空隙比は, 加熱温度

が高くなる に つ れ大きくなり, 加熱温度 5 0 0 ℃ で は常温時の 約 1 . 7 倍まで増大する ｡ この空

隙比 と常温時の 空隙率から(5 . 6) 式に示すように各加熱温度における空隙率を推定できる ｡
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Ⅵ( ∂) = 1 .0 5 + 1 .3 8 ×1 0
- 3
β (相関係数0 .9 2 3)

Ⅴ( β) = Ⅵ
-

( ∂) ×Ⅴ(2 0)

= (1 .0 5 + 1 . 3 8 ×1 0
~3 ∂) ×〈1 . 5 4 ×1 0

~ 2
+ 0 ･5 6 4 ×( W /C)〉

Ⅵ( ∂) : 加熱温度∂℃ における空隙比,

Ⅴ( ∂) : 加熱温度∂℃における空隙率,

Ⅴ(2 0) : 2 0 ℃ における空隙
.
率,

W /C : 水セ メ ント比

… …

(5 . 5)

… …

(5 .6)

(5 .6) 式より求められる空隙率と実際に測定した空隙率の 関係を図 - 5 ･ 1 4 に示す ｡ 空隙率が

大きくな る部分で計
■
算値に比 べ 実験値が小さくな るもの の

, 概ね推定で きる ことがわか っ

た ｡
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常温時の空隙率と圧縮強度の関係式に基づい て , 各加熱温度にお ける圧縮強度を(5 . 7) 式

の ように定めた ｡ なお(5 . 8)式に示す T( ∂) は, 加熱温度補正係数と称し, 実験値 ( 図一5 .1 5

参照) より定めた ｡

F( ∂) = T( ∂) ×2 7 4 e x p〈
- 6 . 7 2 Ⅵ

T( ∂) = 0 . 9 5 5 + 4 .5 4 ×1 0
~ 3 ∂+ 7 . 7 3 ×1 0

- 6
β

2

F ( ∂) : 加熱温度∂℃ にお ける圧縮強度 ,

T( ∂) : 加熱温度補正 係数, Ⅴ : 空隙率

… …

(5 .
7)

… …

(5 . 8)

(5 . 7) 式より求められ る圧縮強度と実際に測定した圧縮強度の 関係を国- 5 . 1 6 に示す｡ 圧縮

強度の高い部分で 計算値に比 べ 実験値が低くなるも の の , 概ね推定で きる こ とがわか っ た ｡

以上 の 結果か ら
′

R y s h k e w it c h の式 をベ ー

ス として , 高温加熱 を受けた コ ンクリ ー トの 圧

縮強度を常温時の コ ンクリ ー ト中の 空隙率から概ね推定で きる ことがわか っ た｡
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5 . 4 ま とめ

本研究で は, 高温加熱 を受けた高強度コ ンクリ ー トの圧縮強度に つ い て 2 通りの方法に

より推定を行い
, 明らかとな っ た事項は次の とお

･

りで ある ｡

( 1) 圧縮強度は, 常温時と同様に各加熱温度において もセメ ント水比 と線形関係にある｡

′

(2) 加熱後の圧縮強度が, 常温時の材齢 2 8 日の 圧縮強度を元 に, 加熱温度をパ ラメ
ー タと

して推定で きる｡

(3) コ ンクリ ー トの空隙率は, 水セメン ト比に比例して大きくなる ｡ また常温時と同様に各

加熱温度 において も線形関係を示す｡

(4) コ ンクリ
ー

トの 空隙率は, 加熱温度が高いほど大きくなる ｡

(5) 常温時の コ ンクリ ー トの空隙率と圧縮強度から, 加熱後の圧縮強度を推定で きる▲｡

(6) 加熱温度をパ ラメ ー タと して , 実験結果 に基づく 2 通りの強度推定式 を提案 し, それぞ

れ実験値 と相関がよい｡
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6 . 1 緒 言

コ ンクリ
ー

ト構造体が火災等 に より高温 に曝され る場合, コ ンクリ ー ト部材内部の温度

特性や 力学特性は, コ ンクリ ー トの含水状態に大きく影響を受 ける こ とが知 られて い る｡

またコ ンクリ ー トの爆裂 のメ カニ ズム を解明する には,
コ ンクリ ー ト部材内部の水分移

動 を明らかにする こ とが極めて重要 である ｡ しかし, 今享で の高強度コ ンクリ ー トの爆裂

に関する実験的研究は
,

加熱試験や耐火試験による爆裂発生の有無の確認や爆裂防止方法

の検討, 本研究の第 2 章および第3 章で示 したようにテス トピ ー ス レ ベ ルで の 物性値の把

握な ど温度をパ ラメ ー タとして扱っ たもの が多く,
コ ンク t｣ - ト部材内部の 水分移動を考

慮したもの は非常に少ない ｡

本章は, 火災時の鉄筋 コ ンクリ ー ト柱内部の熱 ･ 水分移動の性状把握を目的と し, 高強

度 コ ンクリ
ー ト ( 実強度 10 0 N / m m

2) を使用 した鋼板拘束鉄筋コ ンクリ ー ト柱 ( 以下鋼板

拘束R C 柱) および鉄 筋コ ンク リ ー ト柱 ( 以下 R C 柱) 試験体の 加熱試験を実施し, 測定

結果からそ の耐火性能の 確認 と火災加熱を受 ける コ ンクリ ー ト構造体内部の 温度分布, 含

水分布および水蒸気圧 の 変化に つ いて検討 ･ 考察 を加えた｡

6 . 2 試験の 概要

6 . 2 . 1 試験の組合せ

試験体は, 表- 6 .1 に示す 4 0 0 ×4 0 0 ×1 2 0 0 m m の 鋼板拘束R C 柱 ( 以下 C S l O ･ T) と R C 柱

( 以下 R C l O - T) を各1 体, また コ ンクリ ー トの初期含水率の相違を把握するための 4 0 0 ×

4 0 0 × 6 00 m m 試験体 2 体 ( 外部 を鋼板拘束 とし , 内部は無 筋と したも の
,
C S l O ･ W と

C S l O _ D) を準備した｡ 各試験体の 寸法 ･ 形状を図･ 6
.
1 に示す｡ C S l O - T と R C l O ･ T 試験体

の 配筋は, 高強度コ ンクリ ー トを使用する超高層 R C 造の柱を想定して 定めた ｡ 各試験体

の 主筋 は D 1 6 ( S D 4 9 0)
, 帯筋は D 6 ( S H D 6 8 5) , また拘束鋼板には S S 4 00 (t = 4 . 5 m m )

を使用 した｡

ー 73 -



表- 6 .1 試験体の種類

試験体名 C S lO - T R C l O - T C S l O - W J c s l O - D

構廼種別 鋼板拘束柱 R C 造 鋼板拘束柱 (内部は無筋)

断面寸法. ロ ー4 0 0 × 4 0 0 m m

試験体長さ 1 2 0 0 m m 6 0 0 m m

コンクリー

■
トの

目標強度
1 00 N / m m

2

主筋 1 2 - D 1 6 (S D 49 0)
P g( %) 1 .9 9

拘束鋼板
P し4 .5 P し4

. 5

(S S 4 0 0) (S S 4 0 0)
帯筋 4 - D 6 @ 6 0

P w (% ) 2 . 2 5
☆

0 .5 3 2
. 2 5

☆

内部コンクリートの 含水状態 含水状態 含水状態 絶乾状態

含水条件 (封かん養生) (封かん養生) (封かん養生) (強制乾燥)
* : 拘束鋼板 を帯筋比 に換算した値

6
.
2

.
2 使用材料

コ ンクリ ー トの使用材料は, F c8 0
～

1 0 0 N / m m
2 を確保で き, 首都圏で比較的容易 に使用

で き るもの を選定 した ｡ セ メ ント(C) には高ピ ー

ライ トセ メ ント (C 2 S 含有量 4 7 %
, 密度

3 ･ 2 0 g/ c m
3

, 比表面積 4 2 50 c m
2
/g) , 細骨材(S) には木更津産陸砂 ( 表乾密度 2 .6 4 g / c m

3
, 粗粒

率 2 ･ 2 6 , 吸水率 1 ･ 2 7 % ) , 粗骨材( G) には青梅産砕石 ( 硬質砂岩, 表乾密度 2 .6 6 g/ c m
3

, 粗粒

率 6 ･ 6 6 , 吸水率 0
.7 5 % ) を使用 した ｡ 混和剤は, カル ポキ シル基含有ポリ エ ー

テ ル系高性

能 A E 減水剤(S P) を使用 した｡

コ ンクリ ー トの調合条件は, 目標ス ラ ンプフ ロ ー 値 6 0 土1 0 c m , 目標空気量 2 . 5 土1 .0 % と し

た 0 またコ ンクリ ー トの目標強度は
, 各試験体とも 10 0 N / m m

2 とした｡ 使用 したコ ンクリ
ー トの調合 を表- 6 .2 に, コ ンクリ ー トの強度試験結果 を表 ･ 6 .3 に示す ｡ また使用 した鋼材の

力学的性質 を表- 6 .4 に示す｡

表- 6 . 2 コ ンクリ ー トの調合

目標強度

(N / m m
2
)

W ノC

( % )

S/ a

(%)

単 位 量 (k g/ m
3
)

W C S G ･ S P (C X %)

1 0 0 2 8 4 3 1 7 0 6 0 8 6 5 5 9 6 2 1 . 3 5

表- 6 .3 コ ンクリ ー

トの強度試験結果

目標強度 圧縮強度 材 齢
こ吐 ;

( N / m m
2
) (N / m m

2
) (日)

備 考

1 0 0
9 6 . 1 1 9 5 (実験直前)

かん養生
1 0 2 .8 2 1 4 (実験直後) l
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表- 6 .
4 鋼材の 力学的性質

供試体
降伏点

( N / m m ヲ)

弾性係数

( × 1 0
5
N / m m

2
)

引張強さ

( N / m m
2
)

使用部位

t = 4 . 5(S S 4 0 0) 2 6 8 2 .0 2 4 3 2 拘束鋼板

D 16(S D 4 9 0) 5 6 4 ノ1 .9 5 7 19 主筋(C S l O 一℃R C l O - T)
D 6(S E D 6 8 5) 73 6 1

.9 9 96 5 帯筋但C l O - T)

6 .2 .3 試験体の 含水率

加熱試験直前における各試験体の コ ンクリ ー トの含水率は
, 円柱供試体( ¢ 1 0 0 ×2 00 m m )

の含水率を基 に推定した ｡ C白1 0 - T , R C l O - T および C S lO - W 試験体は, 全体をビ ニ
ー ルで

覆い, 概ね封かん状態 で養生を行 い , 現場封かん養生円柱供試体 の含水率に等 し い もの と

仮定 した ｡ なお円柱供試体の含水率は, 加熱炉で加熱温度 1 10 ℃ と して質量が 一

定 となるま

で乾燥させ ( 約 3 ケ月) , そ の質量変化から質量含水率 (4 . 6 1 % : 加熱前後における質量変

化/ 加熱後の質量) を求めた｡ C S l O - D 試験体 は, 上記の 円柱供試体と
一

緒に加熱炉で強制

乾燥 ( 1 1 0 ℃ で約 3 ケ 月) させ , 円柱供試体との 密度比較から質量含水率を 0 . 8 7 % と推定 し

た｡ コ ンクリ ー トの含水率の算定結果 を表- 6 . 5 に示す ｡

表- 6 .5 コ ンクリ ー トの 含水率の 推定

加熱前の密度 加熱後の 密度 質量含水率

(g/ c m
3
) (g/ c m

3
) ( % )

円柱供試体 2 . 4 0 4 2 .2 9 8 ( 絶乾) 4 . 61 (加熱前)

C S l O - D 2 . 4 0 4 2 .3 1 8
0 .8 7 ( 加熱後)

(2 .3 1 8 - 2 .2 9 8)/2 .2 9 8

6 .2 . 4 加熱方法

加熱は, 図 - 6 . 1 に示す水平炉 (梁 ･ 床用耐火炉) にて材齢約 7 ケ月後に実施 した｡ 加熱試

験は
, 試験体 を 2 体ずつ (C S lO - T と C S lO - W 試験体, R C l O - T と C S l O - D 試験体) 同時に

加熱した｡ 試験体の セ ッ トの状態を写真- 6 .1 に示す｡ また試験体は
, 耐火炉内の加熱が 2 面

から行われるため, 各試験体の 4 面を均等に加熱で きるよう に
, 試験体側面 を耐火炉の加

熱バ ー ナ ー

に対 して 4 5 度ずら して配置 した｡ 加熱は, 標準加熱曲線 (I S O 8 3 4 に規定) に

従い
, 3 時間行っ た｡ また加熱後は, 自然冷却により温度を下げた｡
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6 . 2 . 5 測定項目と測定方法

主な測定項目は, 加熱後の外観観察 , 試験体の 各内外温度, 水蒸気圧および含水率とし

た ｡ 各項目の測定位置を図 一6 . 2 に , 断面内部の各セ ンサ ー

類の配置の
一

例を図- 6 . 3 に示す｡

温度測定は, 素線径 0 .6 5 m m のセラミ ッ ク被覆K 型熱電対 を使用 し, 炉内温度, 試験体

の表面温度, 試験体の内部温度および鉄筋温度に つ いて行った ｡ C S l O - W と C S l O - D 試験

体は, 試験体材長方向の中央部にて温度を測定した｡ また C S l O - T と R C lO - T 試験体は
,

材長方向の中央部に加 え, 柱頭および柱脚付近の 計3 断面 に熱電対を配置し, 測定した｡

水蒸気圧の測定 は
,
C S l O ･ T 試験体, R C l O - T 試験体内部の 7 ケ所に圧力測定用パイ プ( 配

管用炭素鋼管 : 外径 1 0 .5 m m , 内径 6 . 5 m m
, 肉厚 2 m m ) を埋設し, 炉外まで延長させたパ

イ プ先端に圧 力計を取り付け測定した｡

コ ンクリ ー トの含水率測定は, 鎌田ら【6 ･
1】の 電極法 を高温下におい て 適用で きるように改

良 した方法【6 ･2】により, C S l O - T 試験体, R C l O - T 試験体に つ い て行 っ た ｡ 電極法 とは, 内

部 コ ンクリ ー トの所定の 位置に電極を埋設 し
,

そ の 電極端子間で測定される電圧 に基づき,

含水率を推定す る方法で ある ｡

ー 7 7 -
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6 . 3 試験結果 および考察

6 .3 . 1 爆裂性状

鋼板拘束柱 (C S l O - T , C S l O ･ W および C S l O T D ) 試験体 は, 外周面を鋼板で覆 っ て い る

こ と もあり, 目視による爆裂現象 は認められ なか っ た｡ また加熱終了後 , 拘束鋼板 を剥が

して 内部 コ ンクリ ー トの 状態 を観察 した結果, 写真 ･ 6 .2 に示す ように概ねそ の原形 をとどめ

ており, 鋼板拘束 により爆裂 を防止で きる ことを確認 した｡

一 方 R C l O - T 試験体 は, 加熱 1 0 分後か ら爆裂音 と とも に爆裂が生じ
,

加熱から約 60 分

後まで 断続的に爆裂を継続 した ｡ 爆裂 は, 試験体 の 4 面全て に生 じたが
, 爆裂深さ は最大

3 5 m m 程度と比較的浅く , 写真･ 6 . 2 に示すように主筋および帯筋 の露出す るまで に は到 ら

なか っ た ｡ 爆裂の深 さが浅か っ た要因として は
, 既 往の 報告例【6 ･3】と同様に養 生期間が影響

しており, 試験体表層部の 含水率が低下 したもの と推察す る ｡

写真- 6 .
2 加熱後の試験体の状態

(左 : C S l O - ℃ 右 : R C l O ･ ¶
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6 . 3 .2 コ ンクリ ー ト温度

C S l O - T
,

R C l O - T 試験体の 内部温度の経時変化 を図- 6 .
4 に示す｡ R C l O - T 試験体は, 加

熱初期に表層部にて爆裂が生じたので
, C S l O - T 試験体と比較して全体的に高い温度とな っ

た｡ 表層部の コ ンクリ
ー

ト温度を比較する と , 最大約 3 0 0 ℃ を超える温度差が生じる もの の ,

断面中心部に向かうに従 っ て両試験体の温度差は小 さくな っ た｡ 断面中心部の 温度差は,

加熱試験中を通 じて 5 0 ℃ 未満とな っ た｡

コ ンクリ
ー

トの含水率を調整 した C S l O - W , C S l O - D 試験体の内部コ ンクリ ー ト温度の経

時変化を図- 6 .5 に示す｡ 強制乾燥により含水率を低減 した C S l O - D 試験体 ( 質量含水率 :

0 .8 7 % ) は
,

C S l O - W 試験体 ( 質量含水率 : 4 . 63 % ) に比 べ
, 内部温度が全体的に高い傾向

を示 して おり, そ の温度差は表層部で約 10 0 ℃
, 中心部で は 18 ℃ とな っ た｡

6 0 1 2 0 1 8 0

加 熱 時 間 ( m i n)

図- 6 . 4 コ ンクリ
ー

ト温度(C S l O - ℃ R C l O - T)

60 1 2 0 1 8 0 2 4 0

加 熱 時 間 ( 両 n)

図- 6 ･ 5 コ ンクリ ー ト温度(C S l O - Ⅶ C S l O - D)
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6 .3 .3 コ ンクリ ー トの 強度劣化領域

本試験と同時に採取 したコ ンクリ
ー ト供試体 ( 1 0 0 ¢ ×2 0 0 m m ) を用 いて実施した熱間

試験と冷間試験の結果 を図- 6 . 6 に示す｡ 熱間試験は,
2

.5 ℃/分の速度で加熱し, 目標の加熱

温度に到達後, 約 5 時間温度を保持したの ち, 強度試験を実施した ｡ 冷間試験も 2 .5 ℃/分の

速度で加熱し
, 目標の加熱温度に到達後, 2 4 時間温度を保持した｡ そ の後自然冷却により

表面温度が 4 0 ℃ 以下 にな っ た時点で強度試験を実施した ｡ (各試験方法の詳細は, 2 章およ

び 3 章に示す ｡) コ ンクリ ー トの圧縮強度は
,

加熱温度 3 0 0 ℃ 以上 にお いて 熱間試験, 冷間

試験ともに強度低下が大きくな る ことが認められた ｡ また加熱温度 4 0 0 ℃ を超えると常温時

の圧縮強度の 2/3 まで低下した ｡ そ こ で , こ の加熱温度 40 0 ℃以上となる部分を ｢ コ ンクリ

ー ト強度劣化領域｣ と称し, 加熱 1 ～ 3 時間後 の 各試験体の コ ンクリ ー ト劣化領域を表一6 .6

に比較する ｡ R C l O - T 試験体は, かぶり コ ンクリ ー トが爆裂 に皐っ て剥落したの で , C S l O - T

試験体に比 べ て 内部コ ンクリ
ー ト温度の 上昇が大きく , 加熱初期における コ シクリ ー トの

強度劣化領域の割合がかなり大きい こ とがわかる ｡
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表 - 6 . 6 コ ンクリ ー ト強度劣化領域

加熱温度

強度劣化嶺域の割合 R C l O - T

C S l O - T

( 劣化領域の 断面積/ 全断面積)

C S l O - T R C l O . T

1 時間後 1 0 % 4 4 % 4 .4

2 時間後 3 4 % 6 0 % 1 .8

3 時間後 5 4 %
し

8 2 % 1 .5

- 8 1 -



6 . 3 . 4 水蒸気圧

水蒸気圧 の経時変化を図 - 6 .7 , 図 - 6 .8 に示す｡ R C l O - T 試験体は, 加熱初期の爆裂により ,

かぶりコ ンクリ ー トが剥落し, 表面から深さ 3 0 m m までの圧 力計が外部に露出した ｡ この

ため, 測定は試験体の対角方向と表面から 80 m m 以上の結果を示す｡ C S l O - T , R C l O _ T 両

試験体とも に, 加熱表面から深さ 2 0 m m における対角部の水蒸気圧が最も高い値を示し,

C S l O - T 試験体で は加熱 2 7 分後に瞬間的に 1 . 05 M P a に達 した｡ しかし他の測点で は, 最大

で も 0 ･2 0 M P a 程度の圧力上昇 にす ぎなか っ た｡ 水蒸気圧の 上昇は, 断面の中心部に向か っ

て遅れる こ とを確認 した ｡ また図 - 6 .4 の結果と併せ ると, 表層部で はコ ンクリ ー

ト温度が

10 0 ℃に達 した後, 急激な圧力上昇を示 して いるが, 断面中心部で は,
コ ンクリ ー ト温度が

1 0 0 ℃ に達する前から圧力が上 昇 し始めて い る ｡ こ の 現象は R C l O - T 試験体にも共通 して い

図 - 6 ･ 7 水蒸気圧の経時変化 (C S l O - T)

加 熱 時 間 (両 n)

臥 6 ･8 水蒸気圧の経時変化 (R C l O ･ T)

q 8 2 -



る ｡ R C l O - T 試験体の 断面中心近傍の測点では,
コ ンクリ

ー ト温度が 6 0 ℃程度に達す る加

熱4 5 分後に圧力が 1 回目の 極大値を示 し, そ の後
一 旦圧 力が低下し

,
コ ンクリ

ー ト温度が

10 0 ℃ に達した後に再び圧力が上昇して極大値を示 した ｡ この現象は, 急激な加熱により表

層部で発生した水蒸気の
一

部が, 蒸発に伴う体積膨張 によ っ て 発生する圧 力を駆動力とし

て , 断面中心部 ( = 低圧側) に向か っ て 移流 ･ 拡散して 生じた圧力と考えられる ｡ また表

層部で発生した水蒸気が断面中心部に達するとき ( = 1 回目の極大値) の断面中心部温度

は, C S l O - T , R C l O r T 試験体ともにまだ 1 0 0 ℃以下で あるため, 水蒸気 ( = 気相) が冷却

されて液相 へ と変化する ことにより, 圧力が 一

旦低下する ｡ ､

､､

その後, 加熱の進展 に従い断

面中心部の温度が 10 0 ℃ に達する と, 断面中心部において 水分の蒸発が始まり , それ に伴い

発生する圧力によ っ て 2 回目の極大値を示 したもの と考えられ る ｡ 特に C S l O ･ T 試験体は,

外周面を鋼板で覆っ て お り, 加熱表面から直接外気 へ 水蒸気が解放されな いため, 断面中

心部にお ける圧力が R C l O - T 試験体よりも高く, そ の圧 力を維持 し続けて い たもの と推察

され る｡

6 .3 .5 含水分布

C S l O . T , R C l O - T 試験体の 柱中央部における電極の 出力値 ( 以下電極値と称す) の経時

変化を図･ 6 .9 , 図 - 6 . 10 に示す｡ 電極値は, 各電極端子間の電圧の 関数, すなわち含水率お

よび温度の 関数で あり , 含水率の増加および温度の 上昇 に伴い値が増加 し, 逆に乾燥状態

において は値が減少する特性を有する ｡ こ こ で は, 加熱開始時の 出力値でイ ニ シ ャ ライズ

した電極値の変化を示す ｡ この結果から, 両試験体とも表層部から中心部に向か っ て順 に

電極値が最大値に達し , そ の後低下する ことから, 水分の 蒸発が表面から順次進行して い

く様子がわかる ｡ また C S l O - T 試験体は, R C l O ･ T 試験体よりも内部温度が低い にもかかわ

らず, 電極値が R C l O - T 試験体よりも大きい ことから, C S l O - T 試験体の内部コ ンクリ ー ト

は R C l O - T 試験体よりも高い 含水状態 にある ことが推察で きる ｡

電極値がゼ ロ とな っ た時点を コ ンクリ ー トの 絶乾状態 と仮定し, C S l O ･ T
,

R C l O - T 試験

体の 柱中央部に埋設した対辺方向の 電極に つ い て 仁 加熱面 ( コ ンクリ
ー

ト表面) からの距

離とそ の測点位置が絶乾状態 となる加熱時間の 関係を 臥 6 . 1 1 に示す｡ C S l O ･ T 試験体中心

部は, 加熱 18 0 分後で も電極値が大きく, まだ含水状態で あるもの と推察で きる ｡ コ ンク

リ ー トの含水領域 ( W 6 t Z o n e) と絶乾領域 (D ry Z o n e) との 境界 (以下 ｢乾湿イ ンタ ー

フ

ェ イス｣ と称す) は, 各測点間によ っ て若干 の ばらつ きがみ られ るもの の
, 加熱時間に比

例して表層部から内部 へ と順次進行して い る
､

ことがわか っ た｡

一 8 3 -
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6 .3 .6 含水分布と温度および圧 力の関係

C S l O二T , R C l O - T 試験体の乾湿イ ンタ
ー

フ ェ イス の位置と, その時刻 における断面内部

の温度分布な らびに圧力分布の関係を図- 6 . 1 2 , 図 一6 . 1 3 に示す｡ C S l O - T 試験体は, 加熱初

期段階にお い て乾湿イ ンタ ー

フ ェ イス 近傍で 圧力が最大となり, また乾湿イ ンタ ー フ ェ イ

ス の外側の乾燥領域におい ても高い圧力を示して い る ｡ これは, C S l O - T 試験体の外周が鋼

板で 覆われて おり柱表面から水蒸気が解放されない ため, 乾湿イ ンタ ー

フ ェ イス 外側 の乾

燥領域 におい て も
, 水蒸気が多く存在して いるもの と推察され る ｡ また加熱 6 0 分後以降に

お いて は, 乾湿イ ンタ
ー

フ ェ イス の位置 にかかわ らず, 断面中心部の圧 力が最も高い傾向

を示して いる ｡
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R C l O - T 試験体は
, 加熱約 9 0 分後まで は乾湿イ ンタ ー

フ ェ イス近傍で圧力が最大とな っ

て い るが
, 加熱の 進展 に従っ て 断面内部の圧力分布が均等化されて ゆき, 徐々 に圧力が低

下して ゆく傾向を示 した ｡ また加熱 18 0 分後において は
,

全断面が絶乾状態 に至 っ て い る

ため, 圧力はほとんど検出されて い ない ｡

加 熱表 面からの 深さ ( m m)
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0 . 川
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6 . 4 ま とめ

1 0 0 N / m m
2
級の 高強度

′

コ ンクリ ー トを使用 した鋼板拘束R C 柱および R C 柱の加熱試験

を実施した結果, 以下の ことがわか っ た ｡

(1) 鋼板拘束R C 柱では,
コ ンクリ ー トの爆裂を防ぐことがで き, 内部コ ンクリ ー トおよび

鉄筋の温度上昇を抑制で きる ことを実証した｡ また R C 柱にお いて も十分な養生を行え

ば, 1 0 0 N / m m
2
級の高強度コ ンクリ ー トを使用 した場合において も爆裂が緩和され るこ

とが認め られる ｡

(2) 火災加熱を受けた鋼板拘束R C 柱, R C 柱の内部温度分布, 含水分布および水蒸気圧の

推移を概ね知 る こ とがで きる ｡

(3) コ ンクリ ー ト内部の 絶乾領域と含水領域の 境界となる乾湿インタ
ー

フ ェ イス は
, 加熱の

経過時間 に比例 して 内部 へ と進行す る ｡ 鋼板拘束R C 柱は, 外周面を鋼板で覆 っ て いる

ため
, 水蒸気が外気に解放され にくく , R C 柱よりも内部コ ンクリ

ー トの 乾燥の進行が

若干緩やか となる ｡

(4) コ ンクリ ー ト内部の水蒸気圧は, 加熱初期段階において は乾湿イ ンタ
ー

フ ェ イス近傍で

最大値を示す｡ その後は加熱の経過時間 に伴い, 鋼板拘束 R C 柱では, 断面中心部の圧

力が最 も大きい状態を維持しながら圧力が低下して ゆく傾向を示す｡

一

方 R C 柱で は,

断面内部の圧 力分布が均等化されながら徐々 に圧力が低下 してゆく傾向を示す ｡

ー 8 7 -
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7 . 1 緒 言

3 0 層を超える超高層鉄筋コ ンクリ ー ト造 (超高層 R C 造) へ の高強度コ ンクリ ー トの適

用に は, 第 6 章で 行 っ たような部材加熱実験や部材載荷加熱実験による検討が適宜行われ

て い る ｡ しかし高強度コ ンクリ ー トを使用した実大部材 レ ベル の実験は, 設備面, コ ス ト

面な どか ら実施が困難で あり, 小型試験体を用 いた載荷加熱試験結果 が幾つ か報告されて

い る にすぎない【7 ･11 , 【7 ･2】
｡

一

方解析におい て は, 温度測定結果 に基づいた検討が 一

部行われて い るが, 火災時にお

ける温度依存性を考慮した熱定数や材料定数等に つ いて , まだ十分なデ
ー

タが揃 っ て いな

い こ ともあり, あまり活用 されて い な い ｡ 実験による検討が , 十分 に で きない こ とを考慮

すれ ば, 解析による検討 をより積極的に行う こ とが重要 で ある と考えられる ｡

そ こで本論文で は, 高強度コ ンクリ ー トを使用 した鉄筋コ ンクリ ー ト柱部材の 耐火性能

に つ いて解析的検討を試み るもので ある ｡ 始めに既往の 鉄筋 コ ンクリ ー ト柱部材の耐火性

能試験結果 と解析によ っ て得 られる値 との整合性を検討する ｡ 次に実際に 4 0 層程度の鉄筋

コ ンクリ ー ト造 と して設計した柱部材 (F c 8 0 N / m m
2
) に つ いて , 火災時の 変形 に つ いて シ

ミ ュ レ
ー シ ョ ン解析を行い , 実設計 へ の適用性を示す｡

7 . ノ2 解析プロ グラム

7 . 2 . 1 解析方法

解析 に は, 長沼【7 ･3】, 【7 ･4] が 中心 となり開発 した非線形 有限要 素解析プロ グラ ム ( 名称

F I N A ⊥) を使用 した｡ これは, 熱伝導解析, 静的応 力解析, 動的応答解析が可能で あり ,

主に コ ンクリ ー ト系構造を対象と して , 外力および温度荷重を受ける場合 の 弾性から被壊

に至 る まで の挙動を, 材料レ ベ ル の構成則に基づいて予測する こ とがで きる解析プログ ラ

ムで ある ｡

解析手順は
,

まず熱伝導解析を行い
, 断面の 各要素における時刻歴温度を求める ｡ 続 い

てそ の 時刻歴温度を各要素に与え非線形応力解析を行う ｡ こ こ で 非定常熱伝導方程式の解

法には, C r a n k ･ N i c oI s o n の差分式を用い
, 非線形応力解析は, 接線剛性法により, 収束計

算に N e w t o n - R a p h s o n 法を用 い た ｡

7 . 2 .2 解析の対象

解 析 の 対 象 は , 松 戸 ら[7 ･5】 の 報 告 に よ る 図 t 7 . 1 に 示 す 断面 を 有 す る 柱 部 材

(4 0 0 ×40 0 ×3 6 0 0 m m ) 試験体 ( 5 体) とした｡ 加熱区間は
, 柱中央部 20 0 0 m m とした｡

解析に使用した各試験体の 諸元 , コ ンクリ ー トおよび鉄筋の 常温時における力学的性質を

- 8 9 -



表･ 7 . 1 ～ 表- 7 .3 に示す｡ 解析は, 部材の対称性を考慮して , 柱断面の 1/4 部分を国 _ 7 .2 に示

すよう にメ ッ シ ュ 分割して行っ た｡ 加熱温度は, I S O 83 4 に定める標準加熱温度曲線であ

り, 以下の 式で表す温度を与えた ｡ 加熱時間は, 実験結果 に合わせ て 4 時間加熱と した ｡

また冷却時は, 文献【7 . 5] で示された炉内の平均温度を与えた ｡

T = 3 4 5 l o g lO(8 t + 1) + 2 0 (0 ≦t ≦2 4 0)

T : 加熱温度(℃) , t : 経過時間(分)
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断面図

単位 : Ⅷl

… …

(7 . 1)

主妬 : 12 】

D1 9 (U S D 6 8 5) P g ニ2 . 2髄

フ ー プ : ∪9 . 0 卵0 (SR PD12 7 5) P 耶幻｣ 撒

かぶ り厚 : 40 m m

図 - 7 . 1 柱部材の 立面図と断面図

表- 7 . 1 各試験体の諸元

試験

体名
調合番号

実強度

c
α B

(N / m m
2
)

軸力

α
N

･

A
｡

(k N)
α N / ｡

0
■

B 表面 中心

C 1 3 N 2 7 S 1 8 1 2 6 .5 5 4 4 3 0 .2 7 4 .9 6 . 4

C l l N 30
S 2 4 1 1 3 .4

54 4 3 0 .3 0 4 . 6 6
.6

C l l N 3 5 61 0 4 0 .3 5 4 .6 6 .6

C O 8 N 3 0
S 35 7 7 .3

3 7 1 0 0 .3 0 5
.
1 7 .9

C O 8 N 4 4 5 44 3 0 .4 4 5 .1 7 .9
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表- 7 . 2 コ ンクリ ー トの 力学的性質

調合
水結合材比

W ノB

( %)

圧縮強度 ヤ ング係数 最大応力時歪

番号 ( N / m m
2
) ( N / m m

2
) ( × 1 0

~6
)

S 1 8 18 1 2 6 .5 3 7 9 1 0 3 6 1 4
､

S 2 4 2 4 1 1 3 .4 3 63 9 0 3 60 4

S 3 5 3 5 7 7 .3 3 4 8 1 0 29 9 9

表一 7 .3 鉄筋の 力学的性質

鉄 筋
降伏強度 ヤ ング係数 引張強度

( N / m m
2
) (N / m m

2
) ( N / m m

2
)

D 1 9( U S D 6 8 5) 7 92 2 2 0 5 0 0 9 7 1

U 9(S B P D 1 2 7 5) 1 4 1 0 * 2 0 8 000 1 5 2 0 ■

* : 0 .2 % オフセ ッ ト

印 円

く⊃
く⊃

凶

塗

コ ンクl
.

( 四 辺 形

阻

現
ノ

J/

① 国 ③

1 200 1

図 - 7 .2 解析モ デル
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7 .2 . 3 解析における各定数

熱伝導解析に使用した コ ンクリ ー

トおよび鉄筋の 各熱定数を表- 7 .4 一に示す ｡ 熱定数は
,

E u r o c o d e N o ･ 4【7 ･6] に準拠して 設定した｡ また応力解析に用 いたコ ンクリ ー トおよび鉄筋の材

料定数は
, 温度依存性を有する もの と し, 常温値に対する比を以下の各式に基づき定めた｡

1) コ ンクリ ー トの圧縮強度【7 ･7】

C c( ∂) / α c(2 0)
= 1 .0 2 + 3 . 7 5 ×1 0

･4 ∂ -

2 . 44 ×10
･6
∂

2

ぴ C(2 0) : 2 0 ℃ における コ ンクリ ー トの圧縮強度

ロ C( β) : β℃ における コ ンクリ ー

トの 圧縮強度

∂ : 温度 ( 以下同様)

2) コ ンクリ ー トの ヤン グ係数【7 ･8】

E c( 0 ) / E c(2 0) = 1 .0 7
-

2 ｡5 3 ×1 0
- 3
0 + 1 .4 5 ×1 0

-6
0

2

E c(2 0) : 2 0 ℃ における コ ンクリ ー トの ヤング係数

E c( ∂) : ∂℃ における コ ンクリ ー トのヤング係数

3) コ ンクリ ー トの圧縮強度時の ひずみr7 ･8】

∈(t) / ∈(2 0)
= 1 .0 0

-

1 .1 0 ×1 0
･4
∂ + 5 .6 4 ×1 0

･6
∂

2

∈(2 0) : 2 0 ℃ における コ ンクリ ー トの圧縮強度時の ひずみ

∈( ∂) : ∂℃ における コ ンクリ ー トの圧縮強度時の ひずみ

… …

(5 .1)

… ‥ i

(7 ｡ 2)

… …

(7 .3)

4) 鉄筋 の 降伏点【7 ･9】

高強度鉄筋 の高温時における物性デ
ー

タは, はとんど報告されて い ない ｡ このため降伏

点およびヤ ング係数に つ いて は, 文献[7 .9] に示され る S D 4 9 0 デ
ー

タを代用 した｡

ぴ S( ∂) / ロ S(2 0)
= 0 . 9 7 8 + 1 .8 5 ×1 0

-4
∂

-

2
.8 3 ×1 0

･6 ∂2 + 1 . 6 9 ×1 0
･9
∂3

ロ S(2 0) : 2 0 ℃における鉄筋の 降伏点

ロ S( ∂) : β℃ における鉄筋 の降伏点

… …

(7 . 4)

5) 鉄筋の ヤン グ係数【7 ･9]

E s( β) / E s(2 0)
= 0 ･ 9 8 8 + 3 ･ 42 ×1 0

･4 β -

2 ･ 39 ×10
-6
β

2
+ 1

･
1 3 ×1 0

･9
β

3
… …

(7 .5)
E s(2 0) : 2 0 ℃ における鉄筋の ヤング係数

E s( ∂) : β℃における鉄筋のヤ ング係数

6) コ ンクリ ー トの 過渡ひずみ【7 ･ 10】

コ ンクリ ー トに圧縮荷重が作用 した状態で加熱を受ける際に生じる全体ひ ずみは, 熱膨

張ひ ずみ と応力ひずみおよびクリ ー プひ ずみ を足し合わせ た値よりもかなり大きな収縮を

一 9 2 -



示す ｡ この加熱過程で 生じる収縮ひずみ は, コ ンクリ ー トのゲル水 や結合水の 脱水による

もので ,
｢ 過渡ひ ずみ ( Tr a n si e n t s t r a i n) ｣ または ｢遷移ひずみ｣ と呼ばれて いる ｡ この ひ

ずみ を考慮しない と火災加熱を受ける鉄筋コ ンクリ ー ト系構造物の熱応力 ･ 変形性状を精

度良く模擬で きないとい われて いる ｡ 本解析で は, A n d e r b e r g ら【7 ･10] によ っ て 示された次式

により過渡ひずみを考慮して いる ｡

∈t r
=

- 2 .3 5 × E t h
･
･

α / α c(2 0)

e t b : 熱膨張ひずみ, け : 存在応 力度,

ロ C(2 0) : 2 0 ℃における圧縮強度

表- 7 . 4 コ ンクリ ー

ト ･ 鉄筋の熟定数

… …

(7 .6)

種 類 _ 項 目 算 定 式

コ ンクリ ー ト

熱伝導率 入c = 2 ･0 -0 ･2 4 ×( β/1 2 0) +0 .0 1 2 ×( β/1 2 0)
2

( W m K) (2 0 ℃≦ β≦1 2 0 0 ℃)
比熱 C c = 9 0 0 + 8 0 ×( ∂/1 2 0) -4 ×( β/1 2 0)

2

(J/k g E) (2 0 ℃ ≦ β≦1 2 0 0 ℃)

線膨張係数

α c = 9 . 0 ×1 0
･6 + 6 . 9 ×10

-1 1 β2

(2 0 ≦∂≦7 0 0 ℃)
α c

= 0 .0 (7 00 ℃ < β)

鉄筋

熱伝導率

( W m Ⅸ)

入s = 5 4 - 3~.3 3 ×( ∂/1 0 0)

(2 0 ℃≦ ∂≦8 0 0 ℃ ト
入s = 2 7 .3

. (8 0 0 ℃≦ β≦1 2 0 0 ℃)

比熱

(J/k g E)

C s = 4 7 0 + 2 0 ×( β/1 0 0) + 3 .8 ×( ∂/1 0 0)
2

(2 0 ℃ ≦ β≦8 0 0 ℃)
C s = 8 7 3 (8 0 0 ℃≦ β≦1 2 0 0 ℃)

線膨張係数

d s
= 1 .2 ×10

･5
+ 0 .8 ×1 0 ｢

8 β

(2 0 ≦
_
β≦7 5 0 ℃)

α s = 0 (7 5 0 < β≦8 6 0 ℃)

α s
= 2 .0 ×1 0

- 5

( 8 6 0 ℃ < ヴ)
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7 . 3 既往の 実験を対象と した解析

7 .3 . 1 熱伝導解析

熱伝導解析値と実験値との 比較の
一

例を国- 7 . 3 に示す｡ 解析では, 表- 7 .1 に示すコ ンクリ

ー トの含水率を帯筋の 内側 に は,
｢ 中心｣ の含水率 , 外側には ｢表面｣ の含水率を与え, 潜

熱の 影響を考慮した｡ また潜熱を考慮しない 場合 の解析結果を図- 7 .4 に示す｡ 蒸発潜熱を考

慮 しない場合は ,
コ ンクリ ー トの内部ほど実験値 との 温度差が大きくな っ て い るが, 蒸発

潜熱を考慮する こ と により, 革時間加熱後まで概ね推定で きる こ とがわかる ｡ しかしなが

ら潜熱を考慮 した場合で も, 経過時間 2 0 0 分後に部材中心部の含水率が 0 % に達す ると急激

に温度上昇が生じ
, 解析値 と実験値 とは大きく異な っ た｡ これ は, 実際の柱部材の加熱で

は
,

コ ンクリ
ー

ト中の水蒸気圧 の 上昇 に伴い , 内部の水分移動が抑制される と共 に, 沸点

上 昇も起と っ て い る と考え られる ｡ その 結果, 解析値に比 べ 水分蒸発が遅く, 温度上昇 も

抑えられるもの と推察され る ｡

1 0 0 1 5 0 2 00 2 5 0 3 0 0

経過時間 ( mi n . )

図 - 7 .3 熱伝導解析による温度の 時刻歴 ( 潜熱考慮)

5 0 1 00 1 50 2 00
■

2 5 0 3 0 0

経過時間 ( 両 n . )

図 ･ 7 . 4 熱伝導解析による温度の 時刻歴 ( 潜熱考慮な し)
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7 .3 .2 応力解析

柱部材の崩壊条件は, 次の 2 条件 の どちらかを満たす時点とした ｡ これは , 耐火性能試

験における合格判定基準に基づ い て定めたもので ある ｡

① 軸方向収縮量( m m ) ‥ U l O O 以上 ｡

② 軸方向変形速度( m m /分) : 3 bノ1 00 0 以上｡

こ こ で b : 加熱区間長さ( m m )

本解析で は, h = 2 0 0 0 m m で あるため軸方向収縮量 2 0 m m , 軸方向変形速度6 m m /分を崩

壊条件とした｡

解析値と実験値との 比較を図- 7 .
5 ～ 臥 7 .7 に示す ｡ これ らの 結果から C 1 3 N 2 7 を除いて ,

鉄筋コ ンクリ▼ - ト柱部材の加熱時の 変形を概ね推定で きる こ とがわ申ゝっ た ｡ C 1 3 N 2 7 は ,

解析値と実験値との差が大きい ｡ これ は, 加熱開始直後か ら試験体に生じた生じた爆裂が

大きく影響 して おり, 部材の断面欠損により変形が早く進んだため と推察で きる ｡ そ こ で

かぶ りコ ンクリ ー トの 約 1/3 が加熱初期から欠損して い たもの として解析した結果 を匡ト7 .8

に示す ｡ 爆裂 によるか ぶりコ ンクリ ー トの 欠損を考慮す る こ とに より , 柱部材の軸方向変

形の 推定が他 の 試験体と同様に可能である ことがわか っ た ｡

また解析に よる柱部材崩壊の判定は, すべ て実験値 よりも早期に生じており, 安全側 に

評価できる ことがわか る ｡ よ っ て 本解析方法によ っ て火災時の鉄筋 コ ンクリ ー ト柱部材の

変形を概ね推定で き, また崩壊に つ いて も安全側に評価で きるもの と考えられる ｡

(

≡
)

陰
樹
直

火
惑

図. 7 . 5 応力解析による軸方向変形の 時刻歴 (C 1 3)
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駐
倒
置

両
君

0 5 0 1 0 0 1 5 0 2 0 0 2 5 0 3 0 0

経過時間 ( 両 n . )

図 - 7 .6 応力解析による軸方向変形の 時刻歴 (C l l)
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東
澄

5

0
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1
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-
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国 - 7 . 7 応力解析に よる軸方向変形の 時刻歴 ( C 8)
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図- 7 .8 応力解析による軸方向変形の 時刻歴 (C 1 3)

( かぶり部分の 欠損を考慮)

- 9 6 -



7 . 4 シミ ュ レ ー シ ョ ン

7 .4 .1 解析対象

実工事に適用 した鉄筋コ ンクリ
ー

ト柱部材 ( 断面 : 9 0 0 ×9 00 m m , 加熱区間 : 3 0 0 0 m m )

を対象として 検討 した ｡ 柱部材の断面図を図- 7 .9 に示す｡ こ の 部材は, F c8 0 N / m m
2
の高強

度コ ンクリ ー トを使用し , 適用柱の中で最も鉄筋量が少な い部材で ある ｡ 解析モ デル は
,

柱部材断面の 対称性を利用 して図 - 7 . 1 0 に示す 1/4 断面と した｡

≡藁墓室妻妾喜こ
…

･ ∵
しミ ニ

■･て
三

ノ‥▼
二王

七 -~三 ミ

∫

二
こ

~
ヾ

ミ`

÷∴-

■

_･
三-

一

､･
ノ･∴∴
【

一
手 ≡デ

甘雄藩.
≒

､' ′

･
1
三､-窒_

■

▲

図- 7 .9 柱部材の 断面図
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図- 7 . 1 0 解析モデル
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熱定数は
, 表- 7 . 4 か ら算定され る値を用 いた ｡ また常温時にお ける各材料定数を表- 7 .5

に示す｡ コ ンクリ
ー

トの含水率は
, 柱部材内部5 %

一

様と仮定した｡ 加熱温度は , I S O 8 3 4 に

定める標準加熱温度曲線に従い, (7 . 1) 式で 表され る温度を与えた｡ 加熱時間は, 3 時間加熱

とした｡ また冷却時の 炉内温度は, 加熱速度 と同 一 速度で 冷却させ , 次の(7 .7) 式で表され

る温度を与えた｡

T = 1 1 1 0
-

3 4 5l o g l｡(8(t
･ 1 8 0) + 1〉(1 8 0 < t ≦3 00)

T : 加熱温度(℃) , t : 経過時間(分)

… ‥ ･

(7 .7)

柱部材の崩壊条件は, 前述 と同様 (7 .3 . 2 参照) とし, 軸方向変形 3 0 m m 以上 , 軸方向変

形速度 9 m m /分以上 と した｡ なお F c 8 0 N / m m
2

, 軸力比 0 .3 ( 軸力 として 1 9 .9 4 M N ) の場合

を中心 と して
, 軸力比, 設計基準強度, 断面寸法 の影響 に つ いて検討した｡ 図中の 表示は,

共通部分を除き, 部材寸法
一

設計基準強度
一

軸力比の順 (表示例 C 9 00 ･ F 8 0 - N O .3) に記 し

た ｡

表- 7 .5 常温時 における各材料定数

種 類 項 目 材料定数および算定式

コ ンクリ ー ト

圧縮強度

( N / m m
2
)

F c : 6 0 ,8 0 ,1 0 0 ,1 2 0

ヤング係数 E c
= 3 3 . 5 × ( γ/2 . 4)

2 ×(F c/6 0)
1/3

(k N / m m
2
) ( γ :

一

律 2 .4)

ポア ソ ン比 ソ = 0 . 1 7(
一 律)

鉄筋

降伏点 主筋 : 4 9 0

( N / m m
2
) 帯筋 : 7 8 5

ヤング係数 主筋 : 2 0 5

(k N / m m
2
) 帯筋 : 2 0 8

ポア ソン比 ソ
∵ = 0 .3 0(

一

律)
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7 .4 .2 軸力比の 影響

F c 80 N / m m
2 を使用し, 軸力比を 0 .2 ～ 0 .5 (軸力として 1 2 . 9 6 M N

～ 3 2
.
4 M N ) とした場合

の 熱伝導解析および応力解析の 結果をそれぞれ匡ト7 . 1 1 , 図 7 .1 2 に示す｡ 図- 7 .3 の既往実験

の 結果 に比 べ て 柱部材中心部の温度上昇が低い ことがわかる ｡ これ は, 部材断面が既往実

験の 4 0 0 m m 角に 比 べ
, 9 0 0 m m 角と大きい こ とと , 加熱時間が 4 時間か ら 3 時間 へ と短く

な っ て い る ことによる ｡

006噸

04 0蛸

(

≡
)

駐
倒
置

火
器

0

0 5 0 1 00 1 50 2 0 0 2 50 3 0 0

経過時間 ( 両 n . )

国 - 7 .
1 1 熱伝導解析による温度の 時刻歴

5 0 川0 1 50 20 0

経過時間 ( m i n . )

003052
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また図- 7 . 1 1 の結果 から, 中子筋③の部分まで は, 受熱温度として 2 0 0 ℃未満で あり , 既往

の材料実験結果【7 ･8】からも強度劣化がほとん どない こ とが推察で きる ｡ また この部材で は,

軸力比の増加 に伴い変形量 は収縮側に大きくなるが, 軸力比として 0 . 5 を与えた場合で も崩

壊に至 っ て おらず, 十分に 3 時間の耐火性能を有す る こ とが予想で きる ｡

F c 6 0 N / m m
2 を超える高強度コ ンクリ ー トで は

, 含水状態
, 強度 レ ベ ル等の 違い によ っ て

加熱開始 10 ～ 3 0 分後か らかぶりコ ンクリ ー トの爆裂が生 じる場合が多い ｡ そ こで加熱開始

前からかぶ りコ ンクリ ー トの半分 (2 0 m m ) が欠損して い るもの として , 熱伝導解析および

応力解析を行 っ た ｡ 柱断面 に対する欠損面積は, 約 8 .
7 % になる ｡ また断面 には, 欠損の な

い状態で の軸力を与えた ｡ 熱伝導解析の結果を図- 7 .1 3 に , 応 力解析の結果を図- 7 . 1 4 に示

す ｡ 熱伝導解析の 結果から, 図 - 7 . 11 と比較してかぶりコ ンクリ ー トの 欠損により 3 時間加

熱後 にお いて帯筋④の 温度で 2 0 0 ℃程度高くなる こ とがわかる ｡ 応力解析の 結果 によれば,

図- 7 . 1 2 に比 べ て , 収縮側 へ の変形量が大きくな っ て い る もの の
,

3 時間加熱後 における収

縮量は小 さく , 崩壊 しない ことが予想で きる ｡ しか し, 解析の結果 によれば, 軸力比 0 .4 以

上 において 冷却時に崩壊の危険性を示して い る｡ 冷却時の変形性状 に つ い て は, 冷却速度

に より大きく左右され る ことが予想できるが, 比較で きる十分なデ ー タがない の で , 評価

方法も含め今後の課題の
一 つ と考える ｡
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7 .4 . 3 コ ンクリ ー ト強度の影響

軸力を 一

定 ( 1 9 .4 4 M N) として , F c 6 0 N / m m
2 ～ 1 2 0 N / m m

2 まで変えた場合の応力解析結

果 を図- 7 . 1 5 に示す｡ コ ンクリ
ー

ト強度が高い ほど収縮側 へ の 変形量が小さくなる ことがわ

かる ｡ これは, 軸力を 一 定としたため, コ ンクリ ー ト強度が高いほど
, 軸力比が小さくな

る こ とと, コ ンクリ ー トの残存強度も高くなるため, 収縮側 へ の 変形が小さくなる もの と

推察で きる ｡ またこの部材に F c 6 0 N / m m
2
の コ ンクリ ー トを使用 した場合で も, 3 時間の耐

火性能を有する可能性が高い ととが予想で きる ｡
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また軸力比を 0 . 3
一

定として F c 6 0 N / m m
2

～ 1 2 0 N / m m
2 まで変えた場合 ( 軸力 1 4 .5 8 M N

～ 2 9 . 1 6 M N ) の 応力解析結果 を図- 7 . 1 6 に示す｡ 軸力比を 一

定とした場合は
,

コ ンクリ
ー ト

強度が高いはど火災時 の延び出しが小さ い ｡ これは , 鉄筋の配筋が同
一

で ある ため,
コ ン

クリ ー ト強度が高い ほど主筋の負担が大きくな っ た ことによると推察で きる ｡
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図- 7 . 1 6 コ ンクリ ー ト強度の影響 (軸力比 一 定)

7 .4 .4 部材寸法の 影響

主 筋お よ び 帯筋 の 配 筋は 変 え ず に
, 部材 断面 を 10 0 0 ×1 0 0 0 m m に 変 え た 場 合

(F c8 0 N / m m
2

, 軸力比 0 . 3) の比較を図 - 7 . 17 に示す｡ コ ンクリ ー ト強度お よび軸力比を 一

ー 1 0 2 -



定とした場合は, 部材断面 の大きい方が加熱時の変形量を小さくで きる こ とがわか る ｡ こ

れは, 部材断面の大きい方が , 火災時 の 部材平均温度が低く
,

熱膨張 ひずみも小 さくなり,

部材の変形が小さくなるもの と推察で きる ｡

軸力を ∵ 定 (1 9 .4 4 M N ) として
, 部材断面, コ ンクリ ー ト強度を変えた場合の 比較を国

_ 7 . 1 8 に示す ｡ 軸力 一 定の場合は, 部材断面 の大き い方が熱膨張ひずみ による延び出 し後の

収縮が小さ い ことが読みとれる ｡ また断面寸法を小さく し, 設計基準強度を大きくする こ

とで , 同じような変形となる ことがわかる ｡

以上 の ように , 本解析を行う こ とにより, 設計段階で火災時の鉄筋コ ンクリ
ー ト柱部材

の変形性状を定性的に予測で きるもの と考える ｡
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7 . 5 まとめ

高強度コ ンクリ
ー トを使用 した鉄筋コ ンクリ ー ト柱部材の 火災時 の変形性状 に つ いて解

析的に検討を行い, 以下の ことがわか っ た｡

(1) 非線形有限要素解析により, 既往の鉄筋コ ンクリ ー ト柱部材の耐火試験結果を概ね再現

する ことがで きる ｡

(2) 軸力比,
コ ンクリ

ー ト強度および部材寸法をパ ラメ ー タ として解析を行い
, 火災時の鉄

筋コ ンクリ ー ト柱部材の変形性状 に及ぼす影響を概ね把握できる ｡

(3) 設計段階におい て , 火災時の鉄筋 コ ンク t｣ - ト柱部材の 変形性状 に つ いて , 本解析に よ

り予測可能で ある｡

今後は
, 爆裂の 時期や程度を考慮した評価式の提案, 高強度コ ンクリ ー トおよび高強度

鉄筋 の 高温時 の 力学性状の見直 しを行い
, 解析精度の向上 を目指す予定である ｡

ー 1 0 4 -
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第 8 章 結

8 .
1

8 . 2

本研究の 結論

今後の 研究課題



8 . 1 本研究の結論

本研究の 目的は, 火災時および火災後の高強度 コ ンクリ ー トの 力学的性質 を解明する こ

とに ある ｡ そ して ,
こ の 結果 を コ ンクリ ー ト部材の健全性評価の解析に結び つ ける ことに

ある ｡ この 目的達成の ため
,

まず冷間試験および熱間試験を行い , 高温加熱下における高

強度コ ンクリ ー トの 力学的性状を実験的に把握した｡ 次に高強度コ ンクリ
ー

トを使用した

鉄筋 コ ンクリ ー ト柱部材の 加熱試験を行い
,

コ ンクリ
ー

ト構造体内部の 温度分布, 含水分

布お よび水蒸気圧の変化 を測定した ｡ また材料実験で 得られたデ ー タを元 に圧縮強度, ヤ

ング係数等 のモ デル化 を行 い
, 美大柱部材の火災時における変形に つ いて シミ ュ レ

ー

シ ョ

ン解析を実施した｡

以下に各章の まとめを要約する ｡

第 1 章で は
, 研究の 背景 と高温加熱下の高強度コ ンクリ ー トに関する既往の 研究に つ い

て述 べ
, 研究の 目的と範囲を明らかにする ｡

第 2 章で は, 高温加熱 ( 1 0 0 ～ 6 0 0 ℃) を受けた高強度コ ンクリ ー トの 力学的性質の把握

を目的とし, ビ ニ ロ ン繊維混入 の有無, 水結合材比, 加熱温度, 加熱時 の供試体の暴露条

件および加熱開始材齢をパ ラメ
ー

タ として冷間試験を行い , 以下 の こ とを明らか にする｡

(1) 水結合材比 2 0 % ～ 5 0 % の高強度コ ンクリ ー トは, ビニ ロ ン繊維を 0 . 5 % ルol . 混入する

こ とにより爆裂防止 の 可能性がある ｡

(2) 高強度コ ンクリ ー トは, 高温加熱後の圧縮強度の低下が大きい ｡ しかし圧縮強度残存

比で 比較する と普通強度の コ ンクリ
ふ

トと同等以上 の 残存比を示す｡ また 6 0 0 ℃加熱後

の圧縮強度残存比は, 0 .3 ～ 0 . 4- を示す ｡

(3) 高強度コ ンクリ ー トの ヤング係数も, 圧縮強度と同様に加熱温度が高くな るほ ど低下

する ｡ しか し普通 強度の コ ンクリ
ー

トと同程度の ヤ ン グ係数残存比を確保で きる ｡

6 0 0 ℃ 加熱後の ヤ ング係数残存比は ,
0 . 1 まで低下する ｡

一

方シ
ー

ル の場合は, ヤング

係数の低下が小さく, 加熱温度 2 0 0 ℃ においてヤ ング係数残存比 0 .8 を確保する ｡

(4) 動弾性係数は , 加熱温度, 水結合材比 , 試験時の暴露条件および加熱開始材齢によら

ずヤ ング係数と の 相関性が高い ｡

(5) 応力ひずみ関係は, 加熱温度が高くなるに従い , 最大応力度に対するひずみ量は大き

くな る｡

(6) コ ンクリ
ー

トの総細孔量 は, 水結合材比, 加熱温度, 加熱時の 暴露条件が異な っ て も,

圧縮強度が高いは ど小 さくなり, 圧縮強度との相関性が高い ｡

第 3 章で は
, 耐火性の異なる硬質砂岩と石灰岩および軽量骨材を粗骨材に使用した高強

度コ ンクリ ー ト ･ モル タルおよび軽量コ ンクリ ー トをとりあげ, 高温加熱 (1 0 0 ～ 6 0 0 ℃)

- 1 0 7 -



を受けた高強度コ ンクリ ー トの 力学的性状 におよぼす骨材の影響に つ いて 冷間試験を行い
,

以下の ことを明らかにする ｡

(1) 圧縮率度は, 第 2 章の 結果と同様に加熱温度が高いほど低下する ｡ また圧縮強度の低

下は, 骨材の種類 によ っ て異なり
,

6 0 0 ℃ 加熱後の圧縮強度残存比は, 0 .2 ～ 0 .6 の範囲

にある ｡

(2) ヤ ング係数も圧縮強度と同様加熱温度が高いほ ど低下す る ｡ 6 0 0 ℃加熱後の ヤング係

数残存比は, 0 . 1 ～

0 .
2 まで低下し

, 軽量骨材を使用 したコ ンクリ ー トの残存比が若干大

きい ｡

(3) 粗骨材に石灰岩を使用 した場合よりも硬質砂岩を使用 したコ ンクリ ー

トの 方が , 熱に

対する力学的性質 の低下が小さい ｡

(4) 軽量骨材を使用 した コ ンクリ ー トは , 普通 骨材を使用 した場合に 比 べ
, 加熱温度

40 0 ℃以上 における圧縮強度およびヤング係数の 低下が小さい ｡

(5) 軽量細骨材の相違は, 残存比で比較すると圧縮強度, ヤ ング係数に差 を認められない ｡

(6) ヤ ング係数と動弾性係数との相関性は, 骨材の種類が異な っ た場合で もよい ｡

第4 章で は, 高温加熱状態 (1 0 0
～

6 0 0 ℃) にお ける高強度コ ンクリ ー トの力学的性質 に

つ いて
, 水セ メ ン ト比 と加熱温度をパ ラメ

ー タと して 熱間試験 を実施し, 以下 の こ とを明

らかにす る ｡

( 1) 熱間試験に よる圧縮強度は, 加熱温度 1 0 0 ℃ ～ 2 0 0 ℃で 低下 し , 加熱鱒度 3 0 0 ℃ ～

4 0 0 ℃ で若干 回復し
, 加熱温度 40 0 ℃ 以上 で は再び低下という複雑な強度変化を示す｡

また圧縮強度残存比は, 加熱温度 6 00 ℃ で も水セ メ ン ト比 によらず常温時の 約 5 0 % を確

保する ｡

(2) 熱間試験によ るヤン グ係数は, 加熱温度が高い ほ ど低下する ｡ また こ の ヤン グ係数は,

低水セ メ ン ト比 の方が大きい
｡ また 6 0 0 ℃ 加熱後の ヤング係数残存比は, 常温時の 3 5 %

～ 5 5 % を確保で きる｡

(3) 最大応 力度 にお ける ひずみは
, 加熱温度 3 0 0 ℃ を超える と急激に大きくなる∴また低

水セ メ ント比ほ ど高温時におけるひずみ の 増加が大きい ｡

第 5 章で は , 第 2 章の 結果 に基づき高温加熱 を受けた高強度コ ンクリ ー トの圧縮強度に

つ い て 2 通り の方法により推定を行い
, 以下の こ とを明らか にする ｡･

(1) 圧縮強度 は
, 常温時 と同様に各加熱温度におい て もセメ ン ト水比と線形関係を示す｡

(2) 加熱後の 圧縮強度が , 常温時の材齢 28 日の圧縮強度を元 に, 加熱温度をパ ラメ ー タ

として推定で きる ｡

(3) コ ンクリ ー トの空隙率は
,
加熱温度が高い ほど大きく

, 水セメ ント比に比例して大き

くなる ｡ また常温時と同様に各加熱温度において も線形関係を示す｡

(4) 常温時の コ ンクリ ー トの空隙率と圧縮強度を元 に
, 加熱後の圧縮強度を推定で きる ｡
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(5) 実験結果 に基づ き, 加熱温度をパ ラメ
ー

タとして提案した 2 通りの 強度推定式は, そ

れぞれ実験値との相関が よい ｡

第 6 章で は
,

火災時の 鉄筋コ ンクリ ー ト柱内部の 熱 ･ 水分移動の性状把握を目的とし,

高強度コ ンクリ ー ト (実強度 10 0 N / m m
2) を使用した鋼板拘束鉄筋コ ンクリ ー ト柱 (鋼板

拘束 R C 柱) および鉄筋コ ンクリ
ー

ト柱 ( R C 柱) 試験体の加熱試験を実施し, 測定結果か

らそ の耐火性能の確認 と火災加熱を受ける コ ンクリ ー ト構造体内部の温度分布, 含水分布

および水蒸気圧 の変化に つ いて , 以下 の こ とを明らかにする ｡

(1) 鋼板拘束R C 柱では
, 鋼板により コ ンクリ ー トの 爆裂を 防ぐこ とがで き, 内部コ ンク

リ
ー トおよび鉄筋の 温度上昇を抑制で きる ｡ また R C 柱におい て も十分な養生を行えば,

1 0 0 N / m m
2 級の高強度コ ンクリ ー トを使用 した場合におい て も爆裂が緩和で きる ｡

(2) 火災加熱を受 けた鋼板拘束R C 柱, R C 柱の 内部温度分布, 含水分布および水蒸気圧

の推移を概ね把握 した ｡

(3) コ ンクリ ー ト内部の絶乾領域と含水領域の境界となる乾湿イ ン タ ー

フ ェ イ ス は, 加熱

の経過時間に 比例 して 内部 へ と進行して ゆく ｡ 鋼板拘束R C 柱は
, 鋼板により水蒸気が

外気に解放され にくいため, R C 柱よりも内部コ ンクリ ー トの乾燥 の進行が若干緩やか

で ある ｡

(4) コ ンクリ
ー ト内部の水蒸気圧は, 加熱初期段階において は乾湿イ ンタ

ー

フ ェ イス近傍

で 最大値を示す ｡ その後は, 加熱の 経過時間 に伴い
,
鋼板拘束 R C 柱で は, 断面中心部

の 圧力が最も大きい状態を維持 しながら圧力が低下 してゆく傾向を示す｡

一

方 R C 柱で

は , 断面内部の 圧力分布が均等化されなが ら徐々 に圧力が低下 して ゆく傾向を示す ｡

√
/ 第 7 章で は , 高強度 コ ンクリ ー トを使用 した鉄 筋コ ンクリ ー ト柱部材の 火災時の変形性

状に つ い て解析的に検討を行い
, 以下の ことを明 らかにする ｡

( 1) 非線形有限要素解析により, 既往の鉄筋コ ンクリ ー ト柱部材の耐火試験結果を概ね再

現する ことがで きる｡

(2) 軸力比, コ ンクリ ー ト強度および部材寸法をパ ラメ ー タ として解析を行い , 火災時の

鉄筋コ ンク l｣ - ト柱部材の 変形性状に及ぼす影響を概ね把握で きる ｡

(3) 設計段階におい て , 火災時の鉄筋コ ンクリ
ー ト柱部材の変形性状 に つ い て , 本解析に

より予測可能で ある｡

本研究の 成果により , 火災時および火災後の 高強度コ ンクリ
ー トを使用した R C 部材の

健全性評価を行い, R C 建物の構造安全性と設計の合理イヒの向上に展開 した い ｡
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8 . 2 今後の研究課題

高温加熱下の 高強度コ ンクリ
ー

トに 関す る研究として
, 今後実施す べ き課題 として は,

以下の ことが考えられる ｡

( 1) 冷間試験, 熱間試験における試験方法の 標準化

(2) 載荷加熱試験にお ける過渡ひずみ の 解明

(3) 爆裂の 時期や程度を考慮した評価式の提案

などが重要で ある ｡

最近で は, 設計基準強度 10 0 N / m m
2
以上 ( 水セ メ ント比 20 % 以下) の高強度コ ンクリ ー

トも使用 され るようにな っ て きており, 本研究成果の 拡張も必要で ある ｡ また土木分野に

お いて も沈埋 トンネルや水底トンネルな どを中心 として耐火安全性が重要 にな っ て きてお

り, 火災 に対する対策等が検討される よう にな っ て きて い る｡

今後 とも
,

こ の分野の課題克服 に微力とも役立て るよう努力を続けて いきた いと思う｡
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